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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 94,314 112,985 108,393 169,146 189,546

経常利益 (百万円) 661 6,864 4,620 15,253 9,844

当期純利益 (百万円) 291 2,675 3,828 8,342 6,002

純資産額 (百万円) 21,709 26,168 31,096 37,643 38,585

総資産額 (百万円) 118,172 115,062 110,919 130,975 131,569

１株当たり純資産額 (円) 133.04 147.13 175.02 218.74 229.57

１株当たり当期純利益 (円) 1.78 14.65 21.06 48.15 35.15

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.4 22.7 28.0 28.7 29.3

自己資本利益率 (％) 1.4 11.2 13.4 24.3 15.7

株価収益率 (倍) 102.1 14.3 12.7 11.1 9.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,062 5,939 6,954 10,578 △8,145

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 8,634 589 4,626 △3,134 △2,870

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,555 △6,831 △14,110 △4,491 8,513

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 5,991 5,689 3,159 6,109 3,602

従業員数 (名) 929 920 907 834 837

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業員数を記載しております。

４　第112期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 80,568 99,058 95,157 151,016 173,132

経常利益 (百万円) 539 5,509 4,110 12,839 7,943

当期純利益 (百万円) 327 1,324 3,438 6,913 4,964

資本金 (百万円) 11,982 12,982 12,982 12,982 12,982

発行済株式総数 (株) 163,228,862177,215,809177,215,809177,215,809177,215,809

純資産額 (百万円) 23,144 26,263 30,778 35,907 36,038

総資産額 (百万円) 110,030 105,660 103,578 123,316 125,889

１株当たり純資産額 (円) 141.84 147.84 173.37 208.65 214.42

１株当たり配当額
(内１株当たり中間
 配当額)

(円)

(円)

―

(―)

3.0

(―)

5.0

(2.5)

6.0

(2.5)

8.0

(4.0)

１株当たり当期純利益 (円) 2.00 7.12 19.01 39.90 29.07

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 21.0 24.9 29.7 29.1 28.6

自己資本利益率 (％) 1.5 5.4 12.1 20.7 13.8

株価収益率 (倍) 90.8 29.5 14.0 13.4 11.0

配当性向 (％) ― 42.1 26.3 15.0 27.5

従業員数 (名) 534 598 597 571 588

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業員数を記載しております。

４　第112期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。
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２ 【沿革】

昭和７年 ステンレス鋼製造を目的として日本金属工業㈱を設立(６月15日)。資本金12万円。

昭和10年 横浜工業㈱と日本電熱線製造㈱を吸収合併。

昭和12年 ステンレス鋼の量産化を目的として川崎工場の建設に着手。

昭和15年 川崎工場鋼板工場の稼動により鋼板の一貫生産体制を確立。

昭和24年 東京証券取引所に株式上場。

昭和27年 日本染色機械株式会社(現・㈱ニツセン　連結子会社)の株式取得。

昭和30年 大阪営業所、支店に昇格。

仙台工場閉鎖、横浜工場に製線設備を集中。

日金加工株式会社(現・連結子会社)の株式取得。

昭和31年 大阪証券取引所に株式上場。

昭和32年 浪速ステンレス工業株式会社の株式取得。

昭和35年 相模原製造所、冷延工場稼動。

昭和37年 相模原製造所、製鋼工場稼動。

昭和39年 相模原製造所、厚板工場稼動。

金星工業株式会社(現・日金工商事㈱　連結子会社)の株式取得。

昭和40年 名古屋営業所、支店に昇格。

金星工業株式会社の商号を金星ステンレス株式会社に変更。

日本引抜工業株式会社(現・日金工鋼管㈱　連結子会社)の株式取得。

昭和45年 相模原製造所熱延工場の稼動により鋼帯の一貫生産体制を確立。

昭和47年 衣浦製造所第一期工事完了、製鋼・冷延両工場稼動。

相模原・衣浦両製造所の生産体制整備に伴い川崎工場の鋼板部門を閉鎖。

昭和49年 本社を東京都千代田区有楽町ニュートーキョービルより東京都新宿区新宿三井ビルに移転。

衣浦製造所、加工工場稼動。

昭和52年 デュッセルドルフ駐在員事務所開設。

昭和54年 ニューヨーク駐在員事務所開設。

昭和57年 相模原製造所、特品工場稼動。

昭和58年 シンガポール駐在員事務所開設。

昭和60年 金星ステンレス株式会社の商号を日金工商事株式会社に変更。

昭和61年 横浜工場の製線設備を衣浦製造所鋼線工場へ移設。

日本染色機械株式会社の商号を株式会社ニツセンに変更。

平成２年 日本引抜工業株式会社の商号を日金工鋼管株式会社に変更。

平成３年 ニューヨーク駐在員事務所を法人化(米国日金工)。

衣浦製造所第二期工事完了、冷延工場増設。

平成５年 香港駐在員事務所開設。

平成９年 衣浦製造所第三期工事完了、熱延工場の稼動により鋼帯の一貫生産体制を確立。

衣浦製造所への集約化に伴い相模原製造所の熱延部門を閉鎖。

平成10年 デュッセルドルフ駐在員事務所閉鎖。

相模原製造所を相模原事業所に改称。

衣浦製造所への集約化に伴い相模原事業所の製鋼部門を閉鎖。

平成11年 香港駐在員事務所閉鎖。

平成12年 米国日金工解散。

衣浦製造所鋼線工場を閉鎖。

平成15年
 

衣浦製造所への集約化に伴い、相模原事業所の厚板精整設備を衣浦製造所へ移設し、相模原事業所
の厚板部門を閉鎖。

平成17年 浪速ステンレス工業株式会社を日金加工株式会社に経営統合。

平成18年 相模原事業所の特品設備を衣浦製造所へ移設し、相模原事業所を閉鎖。

平成19年 株式会社ニツセンを日金加工株式会社に経営統合。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、子会社６社、関連会社３社で構成され、主な事業内容は、ステンレス鋼、耐熱鋼、そ

の他各種金属製品の製造・加工・販売であります。

なお、子会社の日金工鋼管株式会社については、平成20年３月31日付にて事業の一部（販売部門）を当社

に譲渡しております。

　また、前連結会計年度まで関連会社であった株式会社関西ステンレスセンターは、保有株式の一部売却に

より非関連会社となっております。

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は次の通りであります。なお、次の３部門は

「第５　経理の状況　１　(1) 連結財務諸表注記」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と異なって

おります。

　

(ステンレス鋼、耐熱鋼の製造・販売部門)

熱延製品(厚板・中板・コイル)、冷延製品(中板・薄板・コイル・フープ)の製造・販売

＜主な関係会社＞

日金工商事㈱

　

(各種二次加工製品の製造・加工・販売部門)

ステンレス鋼・耐熱鋼等溶接鋼管、条鋼、塗装ステンレス、紙管巻、一般配管、水道用鋼管、

ステンレス鋼表面処理製品、その他各種金属製品の加工・販売

＜主な関係会社＞

日金工鋼管㈱、日金加工㈱、日金工商事㈱

　

(その他の部門)

染色機械、化学及び医療機器等の製造・販売

＜主な関係会社＞

日金加工㈱

道路貨物運送、賃貸倉庫等の運営

＜主な関係会社＞

スワン産業㈱

　

(事業系統図)
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権に対する
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社)

日金工商事㈱　　　 (注)１,３ 東京都中央区 180
ステンレス鋼その
他金属製品及び原
材料の販売

100.0
ステンレス製品の販売及び
原材料の購入
役員の兼任　１名

日金工鋼管㈱　　　　　(注)４ 愛知県碧南市浜町 250
ステンレス鋼、耐熱
鋼等溶接鋼管の加
工

100.0
ステンレス製品の委託加工
役員の兼任　１名

日金加工㈱ 愛知県碧南市浜町 80
各種金属製品の加
工・販売、染色機械
の製造・販売

100.0
各種委託加工及び二次加工
製品の購入
役員の兼任　１名

㈱ニツセン　　　　　（注）５ 愛知県海部郡蟹江町 50(清算結了) 100.0

スワン産業㈱ 愛知県碧南市浜町 55
貨物運送業、倉庫
業、産業廃棄物処理
業

100.0
製品・仕掛品の運送及び同
取扱
役員の兼任　２名

(持分法適用非連結子会社)

NIPPON METAL SERVICES (S)
PTE LTD　　　　　　（注）６

シンガポール 14
ステンレス鋼表面
処理製品の製造・
販売

100.0
(33.3)

ステンレス製品の販売
役員の兼任は無し

NIPPON METAL SERVICES (M)
SDN.BHD.

マレーシア 405
ステンレス鋼材の
加工・販売

75.0
ステンレス製品の販売
役員の兼任は無し

(持分法適用関連会社）

㈱関西ステンレスセンター
　　　　　　　　　　（注）７
 

大阪府岸和田市
臨海町

30
ステンレス鋼材の
加工・販売

14.9

商社を経由してのステンレ
ス製品の販売
役員の兼任は無し
 

(注) １　日金工商事㈱は特定子会社に該当します。

２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している子会社はありません。

３　日金工商事㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が100分の

10を超えております。

主要な損益情報等 ①売上高 77,489百万円

②経常利益 859百万円

③当期純利益 487百万円

④純資産額 1,792百万円

⑤総資産額 15,848百万円

４　日金工鋼管（株）は、平成20年３月31日付にて事業の一部（販売部門）を当社に譲渡しております。

５　（株）ニツセンは平成19年９月28日付をもって清算結了いたしましたが、清算結了時までの損益計算書につい

ては連結の範囲に含めております。

６　議決権に対する所有割合の(　)内は、日金工商事㈱所有による間接所有割合で内数であります。

７　前連結会計年度まで持分法適用関連会社であった（株）関西ステンレスセンターは、保有株式の一部売却によ

り非関連会社となった為、当連結会計年度より持分法の適用外となっております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

事業の種類別セグメントを記載していないため事業の部門別従業員数を示すと次の通りであります。

平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

ステンレス鋼・耐熱鋼の製造・販売部門 495

各種二次加工製品の製造・加工・販売部門 161

その他の部門 59

共通 122

合計 837

(注) １　従業員数は、連結会社以外への出向者を除いた就業人員であります。

２　臨時従業員数は、就業員総数の100分の10未満のため記載を省略しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

588 38.9 17.6 6,643

(注) １　従業員数は、出向者を除いた就業人員であります。

２　臨時従業員数は、就業員総数の100分の10未満のため記載を省略しております。

３　平均年間給与は、賞与、基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合の状況

名称 ：日本金属工業労働組合

組合員数 ：404人(平成20年３月31日現在)

所属上部団体 ：JAM
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当期のステンレス業界は、主原料であるニッケル価格の乱高下により、業績面で甚大な影響を受けまし

た。

　当期中の推移をみますと、ニッケル購入価格の指標となるロンドン金属取引所（ＬＭＥ）の取引価格は、

前期からの上昇基調を引き継いでスタートし、平成19年５月には過去最高水準のトン当たり５万ドルを記

録しましたが、その後急落し、平成19年８月以降はピーク時の２分の１程度の水準で推移いたしました。

こうしたニッケル価格の急激な変化を受けて、期初より好調を持続していましたステンレス製品の受注

も、夏場以降、客先の買い控えと市中在庫水準の高止まりのなかで急減し、国内向けに関しましては、改正

建築基準法の施行に伴う建設用需要の落ち込みも重なって、期末に至るまで低迷状態が続きました。また

ニッケル価格上昇に伴うステンレス製品価格の高騰により、ステンレスから他の素材への切り替えや、

ニッケルを含まない（またはニッケル成分の少ない）ステンレスへ需要のシフトが進展いたしました。

一方、ニッケル価格の乱高下に伴う会計上の影響として、上半期においては前期から繰越した割安な棚

卸資産による利益押し上げ効果（在庫評価益）が生じたものの、下半期には逆に、それを上回る在庫評価

損の計上を余儀なくされました。

　このようにニッケル価格の急激な動きは、当社グループの当期業績の大きな変動要因となりましたが、

その他に、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発した世界的な金

融不安は、為替相場、株式市場、商品市況など市場全般の不安定化につながり、特に下半期の当社グループ

の業績に直接・間接の影響を及ぼしました。

かかる目まぐるしい環境変化のなか、当社グループとしましては、次に示すような対応により収益の安

定確保に努めました。

　①原料価格スライド制の浸透等により、製品販売価格と原料コストとのマージン確保を図りまし

　　た。

　②当社独自商品のＤシリーズ鋼の海外における安定顧客の拡充を図るとともに、国内展開を開始

　　しました。

　③資材、燃料高のなかで、地道な製造コスト削減努力を継続し、製造コストアップを最小限に止

　　めました。

　④リスク管理の充実を図り、マーケットの変動や火災事故等による業績への影響をミニマイズし

　　ました。

　⑤鋼管事業の再構築、染色機械事業の加工事業への統合等グループの再編を行い、グループ収益

　　基盤の強化を図りました。

　

　

　

　

　事業部門別の業績は次の通りであります。

　《ステンレス鋼・耐熱鋼部門》

　当部門の売上高は、前期比14％増の1,715億円となりました。

　《各種二次加工製品部門》
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　当部門の売上高は、前期比５%減の157億円となりました。

　《その他部門》

　当部門の売上高は、前期比15%減の21億円となりました。

　

所在地別セグメントの業績につきましては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支

店がありませんので、記載を省略しております。

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、資金の源泉である税金等調整前当期純利益（100億

円）、減価償却費（46億円）等に対し、棚卸資産の増加（96億円）等の運転資金、法人税等の支払額（53

億円）や相模原原状回復費用支払額（34億円）などの支出により、81億円のマイナスとなりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入（41億円）がありましたが、支

出面で有形固定資産の取得（△40億円）及び投資有価証券の取得（△19億円）等により、28億円のマイ

ナスとなっております。

財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加（81億円）、長期借入金の増加（17

億円）、自己株式の取得（△14億円）等により、85億円のプラスとなりました。

以上の結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末比25億円減少し36億円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントを記載していないため「生産、受注及び販売の状況」は、事業の部門別により記

載しております。

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門の名称
生産高

金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼・耐熱鋼の製造・販売部門 153,977 21.6

各種二次加工製品の製造・加工・販売部門 17,576 31.9

その他の部門 1,757 △9.0

合計 173,312 22.2

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、製品製造原価ベースで記載しております。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門の名称
受注高 受注残高

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼・耐熱鋼の製造・販売部門 165,291 1.4 13,498 △31.8

各種二次加工製品の製造・加工・販売部門 15,835 △12.6 2,713 2.6

その他の部門 2,188 14.1 549 △1.4

合計 183,315 0.1 16,762 △27.1

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門の名称
販売高

金額(百万円) 前年同期比(％)

ステンレス鋼・耐熱鋼の製造・販売部門 171,583 14.5

各種二次加工製品の製造・加工・販売部門 15,766 △5.5

その他の部門 2,196 △15.3

合計 189,546 12.1

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

伊藤忠丸紅鉄鋼（株） 25,173 14.9 36,838 19.4

（株）メタルワン 21,924 13.0 24,961 13.2

(注)　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 10/104



３ 【対処すべき課題】

今後の見通しにつきましては、ニッケル、クロム、軟鋼屑などの原料や資材・エネルギー価格の動向、欧米

経済の行先き等きわめて不透明な状況が続くと想定されますが、2008年度からスタートの「中期経営計画

2010」の基本方針に沿って、コアシリーズ商品（当社独自商品のＤシリーズ鋼、精密圧延品、ステンレス溶

接鋼管等）の拡充を図るとともに、必要な設備投資の実行、人材育成の強化、衣浦集約後の更なるグループ

経営の効率向上等、企業基盤の一層の強化を推進し、安定収益の確保と企業価値の向上に努めてまいりま

す。

　また当社は、不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

組みとして当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（以下「本対応策」といいます。）を導入してお

ります。

 

（１）基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に資する者が望ましいと考えております。

もとより、当社は、上場企業である以上、当社株式の売買は、株主・投資家の皆様の自由な判断において

なされるのが原則であり、当社の株式に対する大規模な買付行為等が行われた場合においても、これに応

じるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えており、当社

株式に対する大規模な買付行為等であっても、当社の企業価値及び株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。

しかしながら、現時点における法制度、金融環境を前提とした場合、その目的・手法等から見て、真摯に

合理的な経営を目指すものではなく、会社に回復し難い損害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上

強要するおそれがあるもの、対象会社の株主や取締役会が買付けの条件等について検討し、あるいは対象

会社の取締役会が代替案を提示するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提

示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするものなど、当社の企業価値

又は株主共同の利益に資さない大規模な買付行為等が行われる可能性も否定できません。

当社は、当社株式に対してこのような大規模な買付行為等を行う者は、例外的に当社の財務及び事業の

方針の決定を支配する者として適切でないと考えております。

　

（２）基本方針の実現に資する取組みの具体的な内容

日本におけるステンレス鋼の歴史は1932年（昭和７年）に、当社が最初にステンレス鋼の国産化に成

功したことから始まります。それ以来、当社は常に新しい技術、設備の合理化、ステンレス鋼の用途開発に

努め、ステンレス鋼の専業メーカーとして広範な需要に応えてまいりました。

　　　当社の企業価値の源泉は

　　　①ステンレス鋼専業メーカーとして、独自商品の開発力

　　　②先進的な生産設備の導入及び技術開発による高い生産性

　　　③ステンレス鋼の加工センター、販売先、及び、原料調達先との信頼関係

　　等にあると考えています。

当社では、当社グループの衣浦製造所集約による一貫生産・加工体制を基盤として、「外部環境の変化

にも柔軟に対応できる強固な企業グループ基盤の構築」を経営方針とした「中期経営計画2008」（2006

年４月～2009年３月）を策定し、実行してまいりました。
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この経営方針のもと、「いかなる環境変化にも『柔軟かつ大胆に』対応するための営業展開」及

び「衣浦製造所への集約による更なる生産性・コスト競争力向上」を二本の柱とし、グループ一丸と

なって、「中期経営計画2008」の達成に取り組みました。その主な施策として、

　　　①　営業展開

　　　　・当社グループが優位性を持つ商品をコアシリーズ商品として位置づけ、これを拡大

　　　　・海外に向けて、当社独自鋼種を中心に東アジア地域及び周辺諸国への積極展開

　　　　・原料価格高騰の状況下においても、これを速やかに販売価格に反映させ、安定的収益を確保

　　　②　生産性・コスト競争力向上

　　　　・衣浦製造所内に、原料～加工部門までの一貫生産体制を構築するとともに、研究開発部門、管理部門の

集約により、製品開発、生産の効率化及び物流コストの低減

　　　　・他社との連携

　　　　・コアシリーズ商品の拡大・機能研究に必要な投資を中心に計画

　　等を強力に進めてまいりました。

計画2年目である昨年度（2007年度）の収益は、連結売上高は、1,895億円、経常利益は98億円、当期純利

益は60億円となり、2006年度に続き、この計画を上回るペ－スで進捗しております。

　こうした背景を踏まえ、当社は2008年度を初年度とする、「中期経営計画2010」（2008年4月～2011年3

月）を昨年12月に策定いたしました。

本中期経営計画を策定するに当たり、当社としましては、

　①インド、中国等での生産能力増強による、世界のステンレス市場における需給バランスの変化

　　による競争激化　　　

　②一昨年から昨年にかけての高騰、急落といった、ニッケル原料価格動向による懸念

を当社を取り巻くステンレス市場における外部環境と認識いたしました。　

当社は、昨年創業75周年を迎えましたが、創業100周年に向けた新たな四半世紀のスタ－トとして、益々

厳しい局面を迎えるステンレス市場における国際競争の波を確実に乗り越えるために、「更なる飛躍」

を追及し、持続的発展を続けなければなりません。

　「コアシリ－ズ商品」の中核となるＤシリ－ズ鋼・精密圧延品の拡販こそが、「更なる飛躍」への切札

と位置付け、当社独自の製造技術開発及び営業展開への経営資源集中を事業の柱に、安定収益の確保に努

め、又、企業の社会的責任を確実に遂行することにより、企業価値を向上させ、ステ－クホルダ－の満足度

を極大化することに努めることを本中期経営計画の経営方針とし、その実現のために、コアシリ－ズ商品

への経営資源集中を始めとした、具体的な施策を強力に進めてまいります。

また、株主還元につきましても本中期経営計画では、期間利益からの還元という基本的な考え方を見直

し、株主の皆様への持続的な配当を可能とすべく、純資産（自己資本）からの還元という考え方とし、配

当総額を連結純資産配当率3％以上を目安とすることにいたしました。更に、自己株式の取得も積極的に

実施いたします。

　当社グル－プは、ステンレス鋼を通じて、快適で豊かな暮らしや社会づくりに貢献することを目標に、今

後ますます多様化する要望にお応えするため、絶えず研究と技術の向上に努め、全てのステ－クホルダ－

から信頼される企業グル－プとして、企業価値ひいては株主共同の利益の向上に努めてまいります。

　これらの取組みは、上記（１）の基本方針の実現に資するものと考えております。
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（３）基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み

当社取締役会は当社株式に対する大規模な買付行為等が一定の合理的なルールに従って行われること

が、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保及び向上に資すると考え、大規模な買付行為等がなさ

れた場合における情報提供等に関する一定のルール（以下「大規模買付ルール」といいます。）を設定

するとともに、上記（１）の基本方針に照らして不適切な者によって大規模な買付行為等がなされた場

合には、それらの者によって当社の財務及び事業の決定が支配されることを防止するための取組みとし

て対抗措置を含めた対応策の導入を平成19年5月22日開催の取締役会において決議し、同年の定時株主総

会の承認をいただきました。

本対応策の対象となる当社株券等の買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とする

ことを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上と

なる当社株券等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市

場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、このような買付行為若しくはその

提案行為又はこれらに類似する行為を「大規模買付行為」といい、大規模買付行為を行う者を「大規模

買付者」といいます。）とします。

　当社取締役会が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して必要か

つ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開始す

る、というものです。

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当社取締役会宛に、大規模買付ルールに

従う旨の誓約とともに意向表明書を当社指定の書式に従い日本語にてご提出いただきます。当社取締役

会は、意向表明書受領後、10営業日以内に株主の皆様の判断及び取締役会としての意見形成のために必要

かつ十分と考える情報（以下「大規模買付情報」といいます。）のリストを大規模買付者に対して交付

いたします。

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が大規模買付情報の提供を完

了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は

90日間（その他の大規模買付行為の場合）を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案

のための期間（以下「取締役会評価期間」といいます。）として与えられるべきものと考えます。従いま

して、大規模買付行為は、取締役会評価期間の経過後にのみ開始されるものとします。

取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立委員会に諮問し、また、弁護士、フィナンシャル・アドバイ

ザー等の独立した第三者である外部専門家の助言を受けながら、提供された大規模買付情報を十分に評

価・検討し、独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎重にとりまと

め、開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関する条件改善について

交渉し、当社取締役会として株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、具体的な買付方法の如何にかかわらず、当社

取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権無償割当て

等、会社法その他の法律及び当社定款上認められる対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があ

ります。対抗措置の発動は、弁護士、フィナンシャル・アドバイザー等の独立した第三者である外部専門

家の助言を参考にし、かつ独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会が決定します。具体的

にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締役会が判断したものを選択する

こととします。

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行為に反対で

あったとしても、反対意見の表明や代替案を提示することにより、株主の皆様を説得するに留め、原則と
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して当該大規模買付行為に対する対抗措置はとりません。大規模買付行為に応じるか否かは、株主の皆様

において、大規模買付者又は当社取締役会が提示する意見や代替案等をご検討のうえ、ご判断いただくこ

とになります。

但し、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社に回復し難い損

害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、弁護

士、フィナンシャル・アドバイザー等の独立した第三者である外部専門家の助言を参考にし、かつ独立委

員会の勧告を最大限尊重した上で、当社取締役の善管注意義務に基づき、当社の企業価値及び株主共同の

利益を守るため例外的に新株予約権無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款上認められる対抗

措置をとることがあります。

本対応策を適正に運用し、当社取締役会の決定の合理性・公正性を担保するため、独立委員会規程を定

め、独立委員会を設置することとし、平成19年定時株主総会の承認をいただきました。独立委員会の委員

は３名以上とし、公正で中立的な判断を可能とするため、独立委員会規程に基づき、当社の業務執行を行

う経営陣から独立している社外取締役、社外監査役又は社外有識者のいずれかに該当する者の中から３

名選任し、同定時株主総会の承認をいただいております。

当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対し対抗措置の発動の是非について諮問し、

独立委員会は当社の企業価値及び株主共同の利益の向上の観点から大規模買付行為等について慎重に評

価・検討の上で当社取締役会に対し対抗措置を発動すべきか否か等に関する勧告を行うものとします。

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで対抗措置の発動について決定することとし

ます。

なお、本対応策の有効期間は、平成21年定時株主総会終結の時までとし、以降、本対応策の継続について

は定時株主総会の承認を経ることとします。本対応策は、

　　　①株主総会において本対応策を廃止する旨の決議が行われた場合、又は

　　　②当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本対応策を廃止する旨の決議が行わ

れた場合には、その時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、法令・証券取引所規則の改正・解釈の変更や司法判断の動向等を踏まえ、今後、

必要に応じて本対応策を変更することがあります。当社取締役会は、本対応策が廃止又は変更された場合

には、当該廃止又は変更の事実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役又は独立委員会が適

切と認める事項について、速やかに開示いたします。

　

（４）基本方針の実現に資する取組みが、基本方針に沿うものであること、株主共同の利益を損なうもので

はないこと、及び会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと、並びにそれらの理由

上記（２）記載の、「中期経営計画2010」等による企業価値向上への取組みは、当社の企業価値及び株

主共同の利益を確保し、向上させることを直接目的とするものであり、結果として、上記（１）記載の基

本方針の実現に資するものです。

したがって、当該取組みは基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するものであり、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではございません。

  本対応策は、大規模買付ルールの内容、大規模買付行為がなされた場合の対応策、独立委員会の設置、株

主及び投資家の皆様に与える影響等を規定するものであり、大規模買付者が大規模買付行為に関する必

要かつ十分な情報を当社取締役会に事前に提供すること、及び当社取締役会のための一定の評価期間が

経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することを求め、これを遵守しない大規模買付者に対して

当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。

また、大規模買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひい
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ては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当該大規模買付者に対して当社取締役会は

当社の企業価値及び株主共同の利益を守るために対抗措置を講じることがあることを明記しています。

このように本対応策は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の

考え方に沿って設計されたものであるといえます。

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は、経済産業省及び法務省

が2005年5月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する

指針」の定める三原則を充足しており、当社の株主共同の利益を尊重することを前提としています。本対

応策は、かかる基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを

判断するために必要な情報や当社取締役会の意見の提供、代替案の提示を受ける機会の提供を保証する

ことを目的としております。本対応策によって、当社株主及び投資家の皆様は適切な投資判断を行うこと

ができますので、本対応策は当社の株主共同の利益を損なうものではなく、むしろその利益に資するもの

であると考えます。

また、当社は、株主の皆様のご意向を反映するため、平成19年定時株主総会において、本対応策の導入に

関する議案をお諮りし、承認をいただきました。さらに、本対応策の有効期間の満了前であっても、当社の

株主総会で選任された取締役により構成される取締役会において、本対応策を廃止する旨の決議がなさ

れた場合には、本対応策はその時点で廃止されることになり、本対応策の導入及び廃止は、株主の皆様の

ご意向に沿うものとなっており、この点でも本対応策は当社の株主共同の利益を損なうものではないと

考えます。

本対応策は、大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべ

きことを大原則としつつ、当社の企業価値及び株主共同の利益を守るために必要な範囲で大規模買付

ルールの遵守の要請や対抗措置の発動を行うものです。本対応策は、合理的かつ詳細な客観的要件が充足

されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための

仕組みが確保されております。

また、当社取締役会は単独で本対応策の延長を行うことはできず、当社株主の皆様の承認を要します。

さらに、大規模買付行為に関して当社取締役会が評価・検討、取締役会としての意見のとりまとめ、代

替案の提示、大規模買付者との交渉を行い、又は対抗措置を発動する際には、外部専門家等の助言を得る

とともに、当社の業務執行を行う経営陣から独立した社外者の委員で構成される独立委員会へ諮問し、同

委員会の勧告を最大限尊重するものとされています。

このように、本対応策には、当社取締役会による適正な運用を担保するための手続が盛り込まれていま

す。以上から、本対応策が当社役員の地位の維持を目的とするものでないことは明らかであると考えてお

ります。

この買収防衛策の詳細については平成19年５月22日付で「当社株券等の大規模買付行為に関する対応

策（買収防衛策）について」として公表いたしました。このプレスリリースの全文は、インターネットの

当社ウエブサイト(http://www.nikkinko.co.jp/)に掲載しております。

４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を

及ぼす事項は、以下のようなものがあります。

当社グループの業績・財務へのリスク要因のうち、重要な事項として、以下のものが挙げられます。

①ステンレス鋼材の需給の変動

当社グループは、事業の100%近くがステンレス鋼・耐熱鋼に関連しているため、国際的なステンレス

鋼材の需給変動が、業績に影響を及ぼす可能性があります。

②原材料価格の変動
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ニッケル、クロム、モリブデン、購入屑等の原材料価格は、国際的な指標価格や資源需給により大きく

変動し、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③有価証券等保有資産価値の変動

当期末における当社グループの投資有価証券残高は115億円であり、投資先の業績不振、証券市場に

おける市況の悪化等により、評価損が発生する可能性があります。

④借入金の金利の変動、その他金融市場の変動

当期末における当社グループの有利子負債残高は474億円であり、金利情勢、その他金融市場の変動

が、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤為替相場の変動

当社グループは、製品の輸出、原料の輸入等で外貨建取引を行っているため、為替相場の変動が当社

グル－プの業績に影響を与える可能性があります。

⑥事故等に起因する事業活動の停止

当社グループの事業所が、大規模な台風や地震等の自然災害に見舞われた場合は、操業に支障が生

じ、業績に影響が生じる可能性があります。また重大な設備故障や労働災害等が発生した場合は、事業

活動の停止、制約等により、業績に影響が生じる可能性があります。

　

なお、現時点では予測できない上記以外の事象により、当社グループの経営成績及び財政状態が影響を

受ける場合があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

　

　

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動は、研究開発本部に所属する商品開発部、研究部、分析部を主体として行い、

ステンレス鋼等の鋼種開発及び用途開発、製造技術の研究を推進しております。

当期の研究開発の概要は次の通りであります。

　

(1)独自鋼種の開発

ニッケル成分を低減しマンガンを添加したオーステナイト系ステンレス鋼の加工性や耐食性の基礎研

究を継続し、新たな“Ｄシリ－ズ鋼”を開発し、商品化に繋げました。

(2)ステンレス鋼等の用途開発

汎用的なステンレス鋼の用途開発のために、成分や製造条件の見直しを行いました。また、用途開拓の

ために市場製品の調査も行いました。

　基礎研究として、プレス成形性、耐食性、疲労などの特性を改善する研究を進めました。

(3)ステンレス鋼等の製造技術の研究

連続鋳造鋼片の品質向上に関する研究、熱延・冷延・精密圧延製品の品質改善に関する研究、及びコス

ト低減に関わる研究を引き続き行いました。

(4)副産物資源化の研究

製鋼スラグなどの副産物資源化のため、資源化に要求される特性の調査・研究を進めました。

(5)分析技術の研究

分析の精度向上および迅速化の研究を行いました。

(6)子会社の支援

衣浦製造所へ集約した子会社の材料研究を行い、用途開拓を支援しました。

　

上記の他に、大学研究室、各種学会・協会との共同研究や交流を行い、当社の将来の基礎となる技術の獲

得にも努めました。なお、当期の研究開発費の総額は617百万円であります。

（注）上記研究開発費の総額には消費税等は含まれておりません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績についての分析

当期の連結業績としましては、売上高は、販売単価アップにより、前年度比12.1％増の1,895億円でした

が、営業利益は、主に下半期の在庫評価損の影響により、前年度比46億円減の112億円、経常利益について

も同54億円減の98億円となりました。また特別利益として固定資産売却益20億円等、特別損失として環境

対策集中実施費用18億円等計上し、税金等調整前当期純利益は前年度比41億円減の100億円、当期純利益

は、同23億円減の60億円となりました。

　

(2) 財政状態についての分析

当期末の総資産は、受取手形及び売掛金の減少78億円、原料価格の高騰に伴う棚卸資産の増加96億円、

期末における時価評価等による投資有価証券の減少14億円等により、前期末比５億円増加し、1,315億円

となりました。

一方、負債につきましては、支払手形及び買掛金の減少86億円、短期借入金・長期借入金及び社債の増

加112億円、投資有価証券期末時価評価等による繰延税金負債の減少13億円、その他負債の減少16億円に

より前期末比３億円減少し、929億円となっております。

その結果、純資産は前期末比９億円増加し385億円となり、自己資本比率は前期末比0.6％増加し29.3％

となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、生産拠点の集約及び生産性向上等を目的に、ステンレス鋼・耐熱鋼の製造・販売部門

において5,317百万円、各種二次加工製品の製造・加工・販売部門において202百万円、その他の部門におい

て110百万円の総額5,631百万円の設備投資を実施いたしました。

なお、当連結会計年度において以下の土地を売却いたしました。

会社名 所在地 事業部門の名称
売却土地の
帳簿価額
(百万円)

売却土地の
面積(㎡)

日本金属工業（株） 神奈川県相模原市 遊休地 16 25,792

日金工鋼管（株） 大阪府松原市
各種二次加工
製品の加工

188 21,292
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員
(名)土地

(面積㎡)
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

その他 計

衣浦製造所
(愛知県碧南市)

ステンレス
鋼・耐熱鋼
の製造・販
売
各種二次加
工製品の製
造・加工・
販売

ステンレス
鋼・耐熱鋼
製造設備他

5,895
(678,088)

14,09721,377 562 41,933423

(注) １　帳簿価額「その他」は、工具器具及び備品であります。なお、帳簿価額には建設仮勘定の金額は含まれておりま

せん。

２　福利厚生施設のうち同一市内に所在するものについては上記帳簿価額に含めております。

３　現在休止中の主要な設備はありません。

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の内容
帳簿価額(百万円)

従業員
(名)土地

(面積㎡)
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

その他 計

日金工鋼管㈱
本社・工場
(愛知県碧南市)

各種二次加
工製品の加
工

溶接鋼管
製造・加
工設備

─
(─)

16 1,313 21 1,350 101

日金加工㈱
本社・工場
(愛知県碧南市)

各種二次加
工製品の製
造・加工・
販売

ステンレ
ス鋼加工
設備

─
(─)

69 720 56 847 49

(注) １　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２　現在休止中の主要な設備はありません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

平成20年３月31日現在において、以下の重要な設備の新設の計画が確定しております。

会社名 事業所名 設備の内容
投資予定額
(百万円)

資金調達方法 完了予定時期
完成後の
増加能力

日本金属工業（株）
衣浦製造所

（愛知県碧南市）
溶融還元炉 2,441

借入金及び
自己資金

平成20年
５月

―

　

平成20年５月15日現在において、以下の重要な設備のリプレースの計画が確定しております。

会社名 事業所名 設備の内容
投資予定額
(百万円)

資金調達方法 完了予定時期
完成後の
増加能力

日本金属工業（株）
衣浦製造所

（愛知県碧南市）
製鋼工場 15,000

借入金及び
自己資金

平成22年
10月

―

　

平成20年３月31日現在において、以下の土地の売却の計画が確定しております。

会社名 所在地 設備の内容
売却土地の
帳簿価額
(百万円)

売却土地の
面積(㎡)

引き渡し
予定時期

日本金属工業（株） 神奈川県相模原市 遊休地 66 102,247平成21年３月期

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 20/104



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 340,000,000

計 340,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 177,215,809177,215,809

東京証券取引所
市場第一部
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 177,215,809177,215,809― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年４月１日
～

平成17年３月31日
13,986 177,215 1,000 12,982 1,000 7,256

(注)　新株予約権の行使による増加(平成16年４月～平成16年７月)であります。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 37 63 227 138 11 16,71217,188 ―

所有株式数
(単元)

0 37,2053,74146,38114,892 26 74,446176,691524,809

所有株式数
の割合(％)

0.00 21.06 2.12 26.25 8.43 0.01 42.13100.00 ―

(注) １　自己株式数9,138,110株は「個人その他」の欄に9,138単元、「単元未満株式の状況」の欄に110株それぞれ含

めて記載しております。

２　証券保管振替機構名義の株式16,000株は、「その他の法人」欄に16単元を含めて記載しております。

　

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３－４－１ 9,500 5.36

株式会社メタルワン
東京都港区芝３－23－１
セレスティン芝三井ビル

6,379 3.59

日金工取引先持株会
東京都新宿区西新宿２－１－１
日本金属工業株式会社内

5,948 3.35

日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－11－３ 5,710 3.22

モルガン・スタンレーアンド
カンパニーインク
（常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 10036,U.
S.A

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比寿ガー
デンプレイスタワー）　

4,853 2.73

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 4,526 2.55

株式会社横浜銀行 神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１ 4,526 2.55

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１－４－１ 4,082 2.30

株式会社長府製作所 山口県下関市長府扇町２－１ 3,218 1.81

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲１－２－１ 3,000 1.69

計 ― 51,743 29.19

(注)　１　日金工取引先持株会所有株式数には、会社法第308条第１項及び会社法施行規則67条により議決権を有しない

株式相当数68千株が含まれております。

２　自己株式9,138千株(5.15％)は上記「大株主の状況」から除外しております。

３　ゴールドマンサックス証券株式会社及びその共同保有者であるGoldman Sachs Internationalから、平成19

　年12月６日付けの大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式

　を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認

　ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

発行済株式総数
に対する株券等
保有割合（％）

ゴールドマン・サックス証券
株式会社

東京都港区六本木６－10－１
六本木ヒルズ森タワー

521 0.29

Goldman Sachs International
P E T E R B O R O U G H  C O U R T ,
 133 FLEET STREET,
LONDON EC4A 2BB UK

7,426 4.19
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４　ゴールドマンサックス証券株式会社及びその共同保有者であるGoldman Sachs Internationalから、平成20

　年５月８日付けの大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式 

　を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認 

　ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

発行済株式総数
に対する株券等
保有割合（％）

ゴールドマン・サックス証券
株式会社

東京都港区六本木６－10－１
六本木ヒルズ森タワー

879 0.50

Goldman Sachs International
P E T E R B O R O U G H  C O U R T ,
 133 FLEET STREET,
LONDON EC4A 2BB UK

8,031 4.53

５　ゴールドマンサックス証券株式会社及びその共同保有者であるGoldman Sachs Internationalから、平成20

　年５月21日付けの大量保有報告書の変更報告書の写しの送付があり、同日現在でそれぞれ以下のとおり株式 

　を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当事業年度末時点における実質所有株式数の確認 

　ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（千株）

発行済株式総数
に対する株券等
保有割合（％）

ゴールドマン・サックス証券
株式会社

東京都港区六本木６－10－１
六本木ヒルズ森タワー

888 0.50

Goldman Sachs International
P E T E R B O R O U G H  C O U R T ,
 133 FLEET STREET,
LONDON EC4A 2BB UK

5,926 3.34
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ─

議決権制限株式(その他) ― ― ─

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式  　9,138,000
(相互保有株式)
普通株式　　　405,000

― ─

完全議決権株式(その他) 普通株式　167,148,000 167,132 ─

単元未満株式 普通株式　　　524,809 ― ─

発行済株式総数 　　　　　177,215,809 ― ─

総株主の議決権 ― 167,132 ─

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式16,000株が含まれております。

　　 ２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式110株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
日本金属工業㈱

東京都新宿区西新宿２－１
－１

9,138,000 － 9,138,000 5.1

(相互保有株式）
万世鋼機㈱
 

福岡県福岡市博多区西月隈
１－14－79
 

235,00024,000259,000 0.1

新興金属㈱
東京都中央区日本橋茅場町
２－17－７　第３大倉ビル

102,00044,000146,000 0.1

計 ― 9,475,00068,0009,543,000 5.4

(注) 　他人名義で所有している理由等

所有理由 名義人の氏名又は名称 名義人の住所

加入持株会における

共有持分数
日金工取引先持株会 東京都新宿区西新宿２－１－１ 新宿三井ビルディング

　

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成19年９月20日)での決議状況
(取得期間平成19年９月21日～平成20年３月21日)

4,000,000 2,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 4,000,000 1,395,606,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 ─ ─

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ─ ─

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) ─ ─

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 16,691 8,414,280

当期間における取得自己株式 16,986 8,515,477

(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 9,138,110─ 9,138,405─

(注)　当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の利益配分に関する基本方針は、株主の皆様への将来にわたる安定配当を重視するもので、具体的な

指標としては、「連結ベースの純資産配当率３％以上を目安」に配当を行う旨、「中期経営計画2010」の発

表時に明らかにいたしております。この基本方針に基づき、当期の剰余金の配当につきましては、期末配当

は１株につき４円、通期では１株につき８円（前期は６円）に増配しております。

剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

内部留保資金については、財務体質の強化を図りつつ、今後の収益成長と競争力強化のための投資および

研究開発費等に投入していく所存であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下の通りであります。

決議年月日
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

平成19年11月６日
取締役会決議

688 4.0

平成20年６月25日
定時株主総会決議

672 4.0

　

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 197 232 300 653 700

最低(円) 51 124 185 211 265

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 573 461 380 349 414 395

最低(円) 441 302 323 265 276 306

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

代表取締役
社長

― 義　村　　　博 昭和23年２月14日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 45

平成13年４月 当社衣浦製造所長

　同　年６月 当社取締役衣浦製造所長

　同15年４月 当社常務取締役

　同18年12月 当社代表取締役常務

　同19年４月 当社代表取締役社長(現)

常務取締役
経営企画・シ
ステム管理統
括担当

出　口　榮　彦 昭和21年10月28日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 24

平成12年６月 当社経営企画部長

　同15年６月 当社取締役経営企画部長

　同16年３月 当社取締役経営企画部長兼ＩＲ室

長

　同17年３月 当社取締役システム管理統括部長

　同　年12月 当社取締役経営企画部長兼システ

ム管理統括部長兼ＩＲ室長

　同19年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役
営業担当
営業本部長

松　木　啓三郎 昭和23年１月５日生

昭和46年４月 当社入社

(注)３ 22

平成15年４月 当社営業本部長

　同　年６月 当社取締役営業本部長兼輸出部長

　同16年３月 当社取締役営業本部長兼東京支店

長

　同17年３月 当社取締役経営企画部長兼ＩＲ室

長

　同　年12月 当社取締役、日金工商事㈱代表取

締役社長

　同19年４月 当社常務取締役(現)

常務取締役
総務人事・財

務担当
由　川　潤一郎 昭和25年２月２日生

昭和47年４月 当社入社

(注)３ 21

平成16年３月 当社財務部長

　同17年６月 当社取締役財務部長

　同19年６月 当社常務取締役(現)

常務取締役

購買・研究開
発・生産担
当、生産本部
長兼衣浦製造
所長

髙　瀬　賢一朗 昭和25年１月25日生

昭和50年４月 当社入社

(注)３ 12

平成17年１月 当社衣浦新展開推進本部長

　同18年４月 当社グループ事業強化推進部長

　同19年４月 当社衣浦製造所長

　同　年６月 当社取締役衣浦製造所長

同20年４月 当社常務取締役(現)

取締役 － 石　野　義　弘 昭和22年11月６日生

昭和47年４月 当社入社

(注)３ 25

平成13年４月 当社相模原事業所長

　同15年６月 当社取締役相模原事業所長兼技術

開発部長

　同17年３月 当社取締役衣浦製造所長

　同19年４月 当社常務取締役

　同20年４月 当社取締役、スワン産業㈱代表取

締役社長（現）

取締役
総務人事部長
兼コンプライ
アンス室長

廣　田　雅　稔 昭和26年９月８日生

昭和49年４月 当社入社

(注)３ 26

平成13年５月 当社鋼板販売部長

　同15年６月 当社総務部長

　同16年３月 当社総務部長兼コンプライアンス

室長

　同19年６月 当社取締役総務部長兼コンプライ

アンス室長

　同　年10月 当社取締役総務人事部長兼コンプ

ライアンス室長（現）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有
株式数
(千株)

取締役 購買部長 小　森　浩　平 昭和30年７月28日生

昭和53年４月 当社入社

(注)３ 13

平成15年４月 当社営業本部営業総括部長

　同16年３月 当社購買部長

　同19年６月 当社取締役購買部長(現)

取締役

研究開発本

部長兼研究

部長

羽　原　康　裕 昭和29年12月27日生

昭和55年４月 当社入社

(注)３ 23

平成18年４月 当社研究開発本部副本部長兼商品

開発部長

　同19年２月 当社研究開発本部長兼研究部長兼

商品開発部長

　同　年４月 当社研究開発本部長兼研究部長

　同　年６月 当社取締役研究開発本部長兼研究

部長(現)

取締役 ― 池　田　　　靖 昭和21年４月18日生

昭和47年４月 弁護士登録　三宅・今井法律事務

所入所

(注)３ ―

　同52年４月 同事務所パートナー(現 三宅・今

井・池田法律事務所パート

ナー)(現)

　同59年５月 (株)大沢商会管財人代理

平成９年３月 (株)京樽管財人

　同13年６月 (株)角川書店(現 (株)角川グルー

プホールディングス)監査役(現)

　同19年５月 当社独立委員会委員（現）

　同　年６月 当社取締役(現)

　同　年６月 ソニーフィナンシャルホールディ

ングス㈱取締役（現）

監査役

(常勤)
― 松　本　忠　範 昭和23年３月21日生

昭和45年４月 当社入社

(注)４ 41

平成13年４月 当社輸出部長

　同　年６月 当社取締役営業総括部長兼輸出部

長

　同14年４月 当社取締役営業総括部長

　同　年10月 当社取締役営業本部長兼営業総括

部長

　同15年４月 当社常務取締役

　同18年４月 当社取締役、スワン産業㈱顧問

　同　年５月 当社取締役、スワン産業㈱取締役

会長

　同19年６月 当社監査役(常勤)(現)

監査役

(常勤)
― 望　月　和　範 昭和22年６月21日生

昭和46年４月 ㈱大和銀行入行

(注)５ ―

平成９年１月 同行資金証券部長

　同13年７月 同行執行役員資金証券部長

　同15年３月 ㈱りそな銀行執行役員資金証券部

長

　同　年６月 当社監査役(常勤)(現)

　同17年６月 日本基礎技術(株)監査役(非常

勤)(現)

監査役

(非常勤)
― 五十嵐　邦　正 昭和24年７月10日生

昭和63年４月 日本大学商学部教授（現）

(注)５ ─

平成７年12月 一橋大学博士（商学）

  同14年８月 国税庁税務大学校講師（現）

　同17年５月 産業経理協会評議員（現）

　同19年５月 当社独立委員会委員（現）

　同20年６月 当社監査役(非常勤）(現）

計 252
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　　 (注) １　取締役池田靖氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役(常勤)望月和範氏並びに監査役(非常勤)五十嵐邦正氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

３　任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

４　任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

５　任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までで

あります。

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　

氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

永　島　正　春　 昭和24年11月９日生

昭和49年３月 一橋大学社会学部卒業

─ ─
　同54年４月 司法研修所入所

　同56年４月 弁護士登録

平成19年２月 日弁連税制委員会税制部会長（現）
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の重要課題として位置づけ、経営環境の変化に対応した

適法性、透明性、効率性の高い経営を目指しております。

「企業理念」「行動指針」を制定することで、企業倫理と行動基準を明確にし、それを社内で徹底するこ

とにより、業務執行の適法性、透明性、効率性に取り組んでおります。

　

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況等

当社は、毎月開催する取締役会、原則毎週開催する常務会において、会社業務の重要事項の決定、業務執

行の監督を行っております。また当社は監査役制度を採用しており、監査役及び監査役会による監査によ

り、コーポレート・ガバナンスの徹底を図っております。さらに、経営戦略会議や部門報告会等の社内会

議を通じて、業務執行の効率化を図っております。

コーポレート・ガバナンスに関する社内組織としては、企業活動における法令遵守と社会秩序の維持

を徹底させるため総務人事部コンプライアンス室を、また株主の皆様への有益な情報管理に取り組むた

め経営企画部ＩＲ室をそれぞれ設置しております。また、当社における内部統制システムの構築を推進す

るため、代表取締役を委員長とした「内部統制委員会」を設けております。

　

監査役会は、社外監査役２名を含む４名の監査役で構成されており、取締役会への出席や業務状況の調

査等を通じ、取締役の業務執行の適法性を監査しております。また監査役会は、会計監査人と意見交換を

行うなど相互連携して監査を行っております。

会計監査につきましては、当社は新日本監査法人と監査契約を結び、会社法に基づく計算書類等の監

査、金融商品取引法に基づく財務計算に関する書類の監査を受けております。当期において監査業務を執

行した公認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は以下の通りです。

・　業務を執行した公認会計士（指定社員）の氏名及び当事業年度を含む継続監査年数

　　　大石　暁　（継続監査年数２年）

　　　清水　正夫（継続監査年数２年）

　　　市瀬　俊司（継続監査年数１年）

・　監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　３名、会計士補　３名、その他　２名

また当社は、取締役の人数を15名以内とする旨及び、取締役の選任決議は議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定め

ております。

　

当社の「内部統制システムの基本方針」については、平成18年５月８日開催の取締役会において決議

したものを、その後の検討・実施状況を踏まえ、下記の通り改定しております。

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

「日本金属工業株式会社グループコンプライアンス規程」を、役職員が法令・定款及び社会規範を

遵守した行動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、総務人事部コンプライアンス

室においてコンプライアンスの取組みを横断的に統括することとし、必要な役職員教育等を行うと共

に、コンプライアンスの状況をモニタリングする。総務人事部コンプライアンス室は、取締役会及び監

査役会に対し、グループ全体のコンプライアンスの状況を定期的に報告する。

　また、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、当社の「企業行動憲章」の遵守事

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 30/104



項として、毅然とした態度で臨み、それらとは一切の関係を持たず、さらには不当要求を断固拒否する

ことを徹底する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

経営企画部は、取締役会議事録、りん議書、その他取締役の職務の執行に係る情報を、「文書保存規

程」に従って適切に保存する。

経営企画部は、各取締役及び各監査役から要求があるとき、これを閲覧に供するものとする。グルー

プ各社の文書管理については、総務人事部が当会社に準じた指導を行う。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

「リスク管理規程」に、リスク管理に関する基本的事項を定め、事業を取り巻く重要なリスクに対し

て、的確な管理・統制ができる仕組みを構築し、運営していく。

経営企画部は、全体のリスクを網羅的・統括的に管理し、取締役会及び監査役会に対して、グループ

全体のリスク管理の状況を定期的に報告する。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

以下に例示した経営管理機能を働かせることにより、取締役の職務執行の効率化を図る。

・職務権限や意思決定ルールを定めた社内規程（職制規程、取締役会規程、常務会規程、常務会付議事

項並びに取扱規則、りん議（専決事項）決済区分取扱内規等）の確実な実施

・取締役会、常務会による経営計画の策定と実績進捗管理の実施

・各部門長による常務以上への報告会の実施

⑤当会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループ全体を対象とした規程の制定と徹底、グループの内部統制を統括する担当部署（当会社

内）の明確化、当会社及びグループ各社間において内部統制に関する協議と情報の共有化を促進する

会議の定期的な開催等を通じて、グループ全体における業務の適正を確保する。

⑥監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制ならびにそ

の使用人の取締役会からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助する組織を財務部とし、監査役が補助すべき使用人を求めた場合は、財務部のス

タッフが兼務する。また上記使用人の人事異動について、当会社は監査役会の意見を尊重するものとす

る。

⑦取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制その他の監査役会への報告に関する体制

取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反、または当社及び当社グループに著し

い損害を与えるおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役会に報告する。監査役会への報告の

担当部署は、経営企画部とする。

⑧その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見交換のほか、

意思の疎通を図るものとする。

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 31/104



　

　

(2) リスク管理体制の整備状況

当社は、「リスク管理規程」に当社及び当社グループのリスク管理に関する基本的事項を定め、事業を

取り巻く重要なリスクに対して、的確な管理・統制が出来る仕組みを構築し、運営していきます。

《推進体制》

取締役会　： 経営レベルでの戦略的な意思決定をおこなう際に想定される重要なリスクを管理

する。

経営企画部： 取締役会の事務局として、当社及び当社グループ全体のリスク管理を統括する。リ

スク管理を各部門に徹底させると共に、各部門での実施状況をまとめて、取締役会

及び監査役会に報告する。

各部門　　： 各部門が直面する業務上の重要なリスクを正しく把握、分析、評価し、適切な対応策

を検討・立案、実施し、その実施状況を経営企画部に報告する。また、これらについ

ては、経営環境に応じて、定期的に見直すものとする。

　

(3) 社外取締役及び社外監査役と会社の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

社外取締役及び社外監査役と当社の間に取引関係その他の利害関係はありません。
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(4) 役員報酬の内容

当社の社内取締役に関する報酬は、株主総会の決議に基づく報酬として264百万円、使用人兼務取締役

の使用人給与相当額（賞与を含む）として104百万円を支払っております。

社内監査役に関する報酬は、株主総会の決議に基づく報酬として37百万円、社外監査役に関する報酬

は、株主総会の決議に基づく報酬として40百万円を支払っております。

　

(5) 監査報酬の内容

当社の新日本監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務（監査証明業

務）の対価として支払うべき報酬等の合計額は26百万円であります。なお、監査証明に係る報酬以外に、

財務報告に係る内部統制構築の助言業務の対価として、20百万円を平成20年３月期に支払っております。

　

(6)責任限定契約

当社と会計監査人である新日本監査法人は、会社法第427条第１項の契約を締結しており、当該契約の

内容の概要は次の通りです。

①監査受嘱者は、本契約の履行に伴い生じた監査委嘱者の損害について、監査受嘱者に悪意又は重大な

過失があった場合を除き、5,200万円又は監査受嘱者の会計監査人としての在職中に報酬その他の職

務執行の対価として監査委嘱者から受け、又は受けるべき財産上の利益の額の事業年度ごとの合計

額のうち最も高い額に二を乗じて得た額のいずれか高い額をもって、監査委嘱者に対する損害賠償

責任の限度とする。

②監査受嘱者の行為が①の要件を充足するか否かについては、監査委嘱者がこれを判断し、速やかに監

査受嘱者に結果を通知するものとする。

　

(7)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

①自己株式の取得

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、会社法第165条第２項の規程により、取締役会の

決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

②中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規程により、取締役会の決議

によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、中間

配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

(8)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することがで

きる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を

定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の

円滑な運営を行うことを目的とするものであります。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成19年４月１日から平成20年３月31まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成19年４月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、新日本監

査法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 6,109 3,602

　２　受取手形及び売掛金 ※７ 26,707 18,820

　３　棚卸資産 33,486 43,183

　４　繰延税金資産 922 1,798

　５　その他 4,011 5,355

　６　貸倒引当金 △44 △32

　　　流動資産合計 71,19354.4 72,72955.3

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※1,3

　　１　建物及び構築物 13,510 14,249

　　２　機械装置及び運搬具 24,065 23,275

　　３　土地 6,222 6,017

　　４　建設仮勘定 624 1,516

　　５　その他 633 670

　　　有形固定資産合計 45,057 45,730

　(2) 無形固定資産 220 183

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券
※2,3
　

13,000 11,595

　　２　繰延税金資産 346 338

　　３　その他 1,174 1,012

　　４　貸倒引当金 △18 △18

　　　　投資その他の資産合計 14,503 12,926

　　　　固定資産合計 59,78145.6 58,84044.7

　　　　資産合計 130,975100.0 131,569100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 31,941 23,283

　２　短期借入金 ※３ 9,503 18,883

　３　一年内償還の社債 400 2,360

　４　未払金 5,522 6,073

　５　未払法人税等 3,395 3,023

　６　未払費用 1,332 1,340

　７　前受金 5,868 5,639

　８　繰延税金負債 2 ―

　９　賞与引当金 780 921

　10　その他 1,460 773

　　　流動負債合計 60,20646.0 62,29747.3

Ⅱ　固定負債

　１　社債 12,700 12,140

　２　長期借入金 ※３ 13,662 14,104

　３　退職給付引当金 4,545 3,645

　４　繰延税金負債 2,124 757

　５　その他 92 38

　　　固定負債合計 33,12425.3 30,68523.3

　　　負債合計 93,33171.3 92,98370.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 12,9829.9 12,9829.9

　２　資本剰余金 7,2565.5 7,2565.5

　３　利益剰余金 14,95211.4 19,48314.8

　４　自己株式 △1,360△1.0 △2,765△2.1

　　　株主資本合計 33,83025.8 36,95728.1

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

3,6762.8 1,6301.2

　２　繰延ヘッジ損益 137 0.1 44 0.0

　３　為替換算調整勘定 △1 △0.0 △46 △0.0

　　　評価・換算差額等合計 3,8122.9 1,6281.2

　　　純資産合計 37,64328.7 38,58529.3

　　　負債純資産合計 130,975100.0 131,569100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
比率
(％)

金額(百万円)
比率
(％)

Ⅰ　売上高 169,146100.0 189,546100.0

Ⅱ　売上原価 ※1,2 144,10985.2 169,92889.7

　　　売上総利益 25,03714.8 19,61710.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　荷造運搬費 2,603 2,227

　２　給料及び賞与手当 1,839 1,679

　３　賞与引当金繰入額 254 274

　４　退職給付引当金繰入額 345 196

　５　貸倒引当金繰入額 10 5

　６　賃借料 595 643

　７　その他 ※1,2 3,558 9,2065.4 3,353 8,3794.4

　　　営業利益 15,8309.4 11,2375.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 5 14

　２　受取配当金 188 221

　３　為替差益 165 ―

　４　持分法による投資利益 228 360

　５　企業利益保険補填金 ― 142

　６　その他 188 777 0.4 203 943 0.5

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 953 1,111

　２　為替差損 ― 864

　３　その他 400 1,3540.8 359 2,3351.2

　　　経常利益 15,2539.0 9,8445.2

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※３ 1,420 2,069

　２　前期損益修正益 ※４ ― 150

　３　厚生年金基金代行返上益 5,337 　6,7574.0 ― 2,2201.2
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
比率
(％)

金額(百万円)
比率
(％)

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※５ 1,353 175

　２　相模原原状回復費用 ※６ 3,597 ─

　３　衣浦への事業集約費用 ※７ 1,204 ─

　４　システム移行費用 267 ─

　５　子会社事業集約費用 ※８ 651 ─

　６　子会社事業整理損 ※９ 795 ─

　７　環境対策集中実施費用 ※10 ─ 7,8694.6 1,812 1,9871.0

　　　税金等調整前
　　　当期純利益

14,1428.4 10,0775.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

3,900 3,764

　　　過年度法人税等 ※11 ― 1,207

　　　法人税等調整額 1,898 5,7993.5 △896 4,0752.1

　　　当期純利益 8,3424.9 6,0023.2
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 12,982 7,256 7,578 △13 27,805

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） △442 △442

　剰余金の配当 △430 △430

　自己株式の取得 △1,347 △1,347

　当期純利益 8,342 8,342

　役員賞与の支給額（注） △96 △96

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 7,373 △1,347 6,025

平成19年３月31日残高 12,982 7,256 14,952 △1,360 33,830

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 3,336 ─ △44 3,291 31,096

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） △442

　剰余金の配当 △430

　自己株式の取得 △1,347

　当期純利益 8,342

　役員賞与の支給額（注） △96

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

340 137 42 520 520

連結会計年度中の変動額合計 340 137 42 520 6,546

平成19年３月31日残高 3,676 137 △1 3,812 37,643

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

（単位：百万円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高 12,982 7,256 14,952 △1,360 33,830

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,290 △1,290

　自己株式の取得 △1,404 △1,404

　当期純利益 6,002 6,002

　持分法適用会社減少に伴う

　剰余金減少高
△180 △180

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 4,531 △1,404 3,126

平成20年３月31日残高 12,982 7,256 19,483 △2,765 36,957

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高 3,676 137 △1 3,812 37,643

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △1,290

　自己株式の取得 △1,404

　当期純利益 6,002

　持分法適用会社減少に伴う

　剰余金減少高
△180

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△2,046 △93 △44 △2,184 △2,184

連結会計年度中の変動額合計 △2,046 △93 △44 △2,184 941

平成20年３月31日残高 1,630 44 △46 1,628 38,585
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 14,142 10,077
　　　減価償却費 4,684 4,615
　　　貸倒引当金の減少額 △18 △11
　　　退職給付引当金の減少額 △6,291 △899
　　　賞与引当金の増加額又は減少額(△) 104 141
　　　受取利息及び受取配当金 △194 △235
　　　支払利息 953 1,111
　　　有形固定資産売却益 △1,420 △2,069
　　　有形固定資産除却損 1,353 175
　　　環境対策集中実施費用 ― 1,812
　　　衣浦への事業集約費用 1,204 ―
　　　相模原原状回復費用 3,597 ―
　　　システム移行費用 267 ―
　　　子会社事業集約費用 651 ―
　　　子会社事業整理損 795 ―
　　　前期損益修正益 ─ △150
　　　持分法による投資利益 △228 △360
　　　売上債権の増加額(△)又は減少額 △10,728 7,858
　　　棚卸資産の増加額 △5,336 △9,691
　　　仕入債務の増加額又は減少額(△) 13,706 △9,192
　　　未払消費税等の増加額又は減少額(△) △19 373
　　　その他 △2,011 △505
　　　　　小計 15,213 3,048
　　　利息及び配当金の受取額 203 260
　　　利息の支払額 △881 △1,124
　　　法人税等の支払額 △812 △5,328
　　　子会社事業整理による収入 ― 60
　　　相模原事業集約費用支払額 △869 ―
　　　衣浦への事業集約費用支払額 △1,195 △8
　　　相模原原状回復費用支払額 △194 △3,480
　　　環境対策集中実施費用支払額 ― △1,251
　　　システム移行費用支払額 △199 △68
　　　子会社事業集約費用支払額 △441 △252
　　　子会社事業整理費用支払額 △242 ―
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 10,578 △8,145
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　投資有価証券の取得による支出 △277 △1,910
　　　投資有価証券の売却による収入 72 96
　　　有形固定資産の取得による支出 △9,808 △4,055
　　　有形固定資産の売却による収入 2,694 4,179
　　　有形固定資産の売却に係る費用支払額 ― △1,177
　　　有形固定資産の売却に係る手付金収入 200 ―
　　　有形固定資産の売却に係る中間金収入 4,000 ―
　　　貸付金の回収による収入 1 ―
　　　その他 △16 △2
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △3,134 △2,870
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額（減少：△） 1,831 8,104
　　　長期借入れによる収入 8,000 5,000
　　　長期借入金の返済による支出 △11,620 △3,283
　　　無担保社債発行による収入 4,937 1,778
　　　社債償還による支出 △400 △400
　　　自己株式取得・処分による純支出 △1,347 △1,404
　　　配当金の支払額 △866 △1,282
　　　貸付有価証券に係る受入担保金の純増減
　　　額（減少：△）

△5,025 ―

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △4,491 8,513
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △3 △6
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額又は減少額
　　(△)

2,949 △2,507

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,159 6,109
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 6,109 3,602
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 　当社の子会社７社のうち５社を連結の

範囲に含めております。

　主要な連結子会社名は、「第１　企業の

概況　４　関係会社の状況」に記載して

いるため省略しております。

　なお、（株）ニツセンは平成19年２月

１日付で日金加工（株）に事業を譲渡

しておりますが、当連結会計年度末にお

いては、清算会社として連結の範囲に含

めております。

　当社の子会社６社のうち４社を連結の

範囲に含めております。 

　主要な連結子会社は、「第１　企業の概

況　４　関係会社の状況」に記載してい

るため省略しております。

　なお、前連結会計年度まで連結の範囲

に含めておりました㈱ニツセンは、平成

19年９月28日付けをもって清算結了い

たしましたが、清算結了時までの損益計

算書については連結の範囲に含めてお

ります。

 

　非連結子会社２社は、総資産、売上高、

純損益及び剰余金からみていずれも少

額であり、かつ全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしておりません

ので連結の範囲から除外しております。

　

　非連結子会社２社は、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金からみてい

ずれも少額であり、かつ全体としても連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしてお

りませんので連結の範囲から除外して

おります。

　非連結子会社は、NIPPON METAL SER
VICES(S) PTE LTDその他計２社であり
ます。
　

同左

２　持分法の適用に関する事

項

　持分法を適用した関連会社の数１社

会社名　(株)関西ステンレスセンター

　

　持分法を適用した関連会社はありま

せん。

　なお、前連結会計年度まで持分法適用

関連会社であった（株）関西ステンレ

スセンターは、保有株式の一部売却に

より非関連会社となった為、当連結会

計年度より持分法の適用外となってお

ります。

 

　持分法を適用した非連結子会社の数

２社　会社名

NIPPON METAL SERVICES(S) PTE LTD 

NIPPON METAL SERVICES(M) SDN. BHD.

　

同左

　持分法を適用しない関連会社は新興

金属㈱他計３社であり、それぞれ当期

純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として重

要性がないため、持分法の適用から除

外しております。

　

　持分法を適用していない関連会社（新

興金属㈱、万世鋼機㈱、㈱スワンメタ

ル）は、当期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除いても連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しております。

 

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は３月31日であり

ます。

　

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 有価証券の評価基準及

び評価方法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

　

その他有価証券

　時価のあるもの

同左

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　

　時価のないもの

同左

　(2) 棚卸資産の評価基準及

び評価方法

　　①製品及び仕掛品 総平均法による原価法 同左

　　②原材料 移動平均法による原価法 同左

　　③貯蔵品 移動平均法による原価法

　

同左

　(3) デリバティブ取引の評

価基準及び評価方法

　

時価法を採用しております。 同左

　(4) 固定資産の減価償却方

法

　　①有形固定資産 定額法を採用しております。

　

同左

　　②無形固定資産 　定額法を採用しております。ソフト

ウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

　

同左

　(5) 繰延資産の処理方法 　支払時に全額費用処理する方法を採

用しております。

　

同左

　(6) 重要な引当金の計上基

準

　　①貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

　

同左

　　②賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により当期負担額を計上

しております。

 

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　③退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による按分額を費用処

理しております。

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13年または14

年)による按分額をそれぞれ発生の翌

期より費用処理しております。

　

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による按分額を費用処

理しております。 

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(退職金制度に

おいては14年、確定給付企業年金制度

においては12年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌期より費用処理しており

ます。 

 

　(7) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　

同左

　(8) 重要なヘッジ会計の方

法

　　①ヘッジ会計の方法 　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。

　なお、変動金利の借入金の一部につ

いて金利スワップ取引等により変動リ

スクをヘッジしておりますが、特例処

理の要件を満たしているため特例処理

を採用しております。

　

同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ

　　　対象

　金利スワップ取引

　・・・回収条件変更金利及び借入金

　　　　利息

　商品スワップ取引

　・・・原材料及び買掛金

　

　金利スワップ取引

同左

　

　商品スワップ取引

同左

　　③ヘッジ方針 　金利相場及び原料購入価格の相場変

動リスクの軽減を目的にデリバティブ

取引を行っております。また、投機目的

のデリバティブ取引は行っておりませ

ん。

　

同左

　　④ヘッジ有効性評価の

　　　方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ

・フローの変動の累計を比率分析する

方法により行っております。

　

同左

　(9) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

　　　消費税等の処理方法 　税抜方式を採用しております。

 

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

　

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資を資金の範囲と

しております。

 

同左

　

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産

の部の表示に関する

会計基準等

　

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

37,505百万円であります。なお、当連結会計年

度における連結財務諸表は、連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

 

──────

企業結合に係る会計

基準等

　当連結会計年度より、「企業結合に係る会計

基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）

及び「事業分離等に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準第７号）並びに「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会　最終改正平成18年12月22日

　企業会計基準適用指針第10号）を適用してお

ります。

──────

減価償却資産の減価

償却の方法

────── 　当連結会計年度より、法人税法の改正に伴い

平成19年４月1日以降に取得した有形固定資

産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しております。

　なお、当該変更に伴う損益に与える影響は軽

微であります。

　

　

　

　

　

表示方法の変更

項目
 

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
　　至　平成19年３月31日）

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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連結キャッシュ・フロー計算書関係 ──────

　

　

　

　当連結会計年度より「有形固定資産

の売却による収入」を、「有形固定資

産の売却による収入」と「有形固定資

産の売却に係る費用支払額」に区分掲

記しております。

　なお、前連結会計年度の「有形固定資

産の売却による収入」から控除してい

る「有形固定資産売却に係る費用支払

額」は481百万円であります。
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追加情報

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

退職給付引当金 　当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成19年１月１日付で厚生労働大臣

から過去分返上の認可を受けておりま

す。

　当連結会計年度における損益に与えて

いる影響額は、特別利益として5,337百

万円計上しております。

　また、当社は平均残存勤務期間の再検

討を行った結果、平均残存勤務期間が費

用処理年数より短くなったことに伴い、

当連結会計年度より過去勤務債務及び

数理計算上の差異の費用処理年数を短

縮しております。この結果、従来の方法

によった場合に比べ、営業利益及び経常

利益が53百万円、税金等調整前当期純利

益が32百万円それぞれ減少しておりま

す。

 

  当社は、平均残存勤務期間の再検討を

行った結果、平均残存勤務期間が費用処

理年数より短くなったことに伴い、当連

結会計年度より過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理年数を短縮し

ております。

　この結果、従来の方法によった場合に

比べ、営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益が46百万円それぞれ減

少しております。

減価償却資産の減価償却の方法 ────── 　当社及び連結子会社は、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前に取得

した資産の内、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法により、平成19年３月

31日以前に取得価額の５％（残存価

額）に到達した資産については、当連結

会計年度より、又、平成19年４月１日以

降に同５％に到達する資産については、

５％に到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均

等償却し、減価償却費に含めて計上する

方法を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合に

比べ、経常利益及び税金等調整前当期純

利益はそれぞれ455百万円減少しており

ます。

 

為替換算における適用レートの

変更について

────── 　当社は、当連結会計年度より検収レー

ト及び売上レートを実際の円換算レー

トに近づけるため、為替換算における適

用レートを従来のＴＴＳ及びＴＴＢか

らＴＴＭへ変更しております。これによ

り、従来の方法によった場合に比べ、売

上高が615百万円増加し、売上原価が208

百万円減少した結果、営業利益が824百

万円増加しておりますが、営業外収益が

824百万円減少しているため、経常利益

及び税金等調整前当期純利益への影響

はありません。

 

　

注記事項

(連結貸借対照表関係)
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項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却

　　　累計額

 

　
81,771百万円

　
85,517百万円

※２　非連結子会社及び関連

　　　会社に対するもの

 

投資有価証券(株式) 970百万円投資有価証券(株式) 1,111百万円

※３　担保に供している資産

　　(1) 有形固定資産
科目

金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物
及び構築物

12,833

機械装置
及び運搬具

16,933

その他 15

計 35,678

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物
及び構築物

13,475

機械装置
及び運搬具

15,250

その他 10

計 34,632

担保資産に対する債務(含む一年内返
済分)

長期借入金 5,305百万円

社債銀行保証 6,311百万円

計 11,616百万円

 

担保資産に対する債務(含む一年内返
済分)

長期借入金 4,487百万円

社債銀行保証 6,311百万円

計 10,798百万円

　　(2) 投資有価証券 ──────
　

　投資有価証券　　　　5,123百万円
　担保資産に対する債務（含む一年　
　内返済分）　　　
　短期借入金　　　　　4,000百万円
　

　４　偶発債務
被保証者

保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 392
住宅資金
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE  LTD

471
金融機関
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(M)
SDN. BHD.

75
金融機関
借入金

計 939

被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

従業員 389
住宅資金
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE　LTD

290
金融機関
借入金

NIPPON METAL
SERVICES(M)
SDN. BHD.

―
金融機関
借入金

計 679

　

　５　受取手形割引高

　
7,324百万円

　
5,359百万円　

　６　コミットメントライン

　　　契約

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横浜

銀行並びに三井住友銀行とコミットメ

ントライン契約を締結しております。

　当連結会計年度末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残高

等は次の通りであります。

　

コミットメントライ

ンの総額
8,000百万円

借入実行残高 5,996百万円

差引額 2,004百万円

　当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため主要取引銀行のりそな銀行、横浜

銀行並びに三井住友銀行とコミットメ

ントライン契約を締結しております。

　当連結会計年度末におけるコミットメ

ントライン契約に係る借入未実行残高

等は次の通りであります。

　

コミットメントライ

ンの総額
15,000百万円

借入実行残高 8,700百万円

差引額 6,300百万円

　

 

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)
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※７　連結会計年度末日満期

　　　手形の会計処理

　
　当連結会計年度末日の満期手形の会計
処理については、手形交換日をもって決
済処理しております。
　なお、当連結会計年度末日は金融機関
の休日であったため、次の満期手形が当
連結会計年度末日の残高に含まれてお
ります。
　
　受取手形　　　126百万円

 

　　　　　──────
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(連結損益計算書関係)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額 　

　一般管理費及び当期製造費用に含ま

れる研究開発費

561百万円

　

　一般管理費及び当期製造費用に含ま

れる研究開発費

617百万円

 ※２　引当金繰入額

　　　(区分掲記されたもの

　　　を除く)

　

売上原価
(百万円)

販売費
及び一般
管理費
「その
他」
(百万円)

(1) 賞与引当金
繰入額

474 31

(2) 退職給付引
当金繰入額

693 42

　

売上原価
(百万円)

販売費
及び一般
管理費
「その
他」
(百万円)

(1) 賞与引当金
繰入額

575 33

(2) 退職給付引
当金繰入額

557 26

※３　特別利益における

　　　固定資産売却益の内訳

　

　

土地 1,386百万円

その他 33百万円

　

土地 2,061百万円

その他 7百万円

※４　特別利益における

　前期損益修正益の内訳

　　　　──────── 　前期見積計上した固定資産撤去費用

及び土壌汚染処理費用と、当期支払額

との差額による戻し益150百万円であ

ります。

※５　特別損失における

　　　固定資産除却損の内訳

　

建物 603百万円

機械装置及び運搬具 634百万円

その他 114百万円

　
機械装置及び運搬具　　
　　　

　　165百万円

その他 9百万円

※６　特別損失における

　　　相模原原状回復費用

　　　の内訳

　

　相模原事業所跡地の売却に係る原状

回復費用であり、その内容は、解体・土

壌浄化工事費用3,480百万円、その他調

査費用117百万円であります。

　

────────

※７　特別損失における

　　　衣浦への事業集約費用

　　　の内訳

　

　当社の事業を衣浦製造所へ集約した

ことに伴って発生した費用であり、そ

の内容は、設備の移設・解体費用948百

万円、その他集約に係る経費255百万円

であります。

　

────────

※８　特別損失における

　  子会社事業集約費用の

    内訳

　

　連結子会社日金工鋼管（株）及び日

金加工（株）の生産拠点を衣浦製造所

へ集約したことに伴って発生した費用

であり、その内容は、設備の除却・解体

等による損失200百万円、設備の移設費

用211百万円、その他集約に係る経費

239百万円であります。

　

────────

※９　特別損失における

　　　子会社事業整理損の

　　　内訳

　

　連結子会社（株）ニツセンの清算に

伴い発生した損失であり、その内容は、

棚卸資産処分損592百万円、その他清算

に係る損失202百万円であります。

 

────────
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項目

前連結会計年度

(自　平成18年４月１日

至　平成19年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日)

※10　特別損失における

　環境対策集中実施費

　用の内訳

　　　　 ──────── 　「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」により処理が義務付けられている

鉱さいの過去に発生し滞留していたも

のの処理費用1,812百万円であります。

 

※11　過年度法人税等

　

　

　

──────── 　平成18年３月期から平成19年３月期

までの法人所得税（法人税、住民税及

び事業税)について東京国税局より更

正処分を受けたことによるものであ

り、追加税額1,207百万円は、連結貸借

対照表の「未払法人税等」に含めて表

示しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 177,215,809 ─ ─ 177,215,809

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 98,421 5,022,998 ─ 5,121,419

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

市場からの買取りによる増加 5,000,000株

単元未満株式の買取りによる増加 22,998株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月27日
定時株主総会

普通株式 442 2.5平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月13日
取締役会

普通株式 430 2.5平成18年９月30日 平成18年12月８日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 602 3.5平成19年３月31日 平成19年６月27日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 177,215,809 ─ ─ 177,215,809

　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,121,419 4,016,691 ― 9,138,110

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

市場からの買取りによる増加 4,000,000株

単元未満株式の買取りによる増加 16,691株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日
定時株主総会

普通株式 602 3.5平成19年３月31日 平成19年６月27日

平成19年11月６日
取締役会

普通株式 688 4.0平成19年９月30日 平成19年12月６日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 672 4.0平成20年３月31日 平成20年６月26日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 6,109百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

指定金銭信託 ―

現金及び現金同等物 6,109

　

　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,602百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

指定金銭信託 ―

現金及び現金同等物 3,602

　

　

　

(リース取引関係)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

科目
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

1,826 1,062 764

工具器具及
び備品

1,045 344 701

その他 361 61 300

合計 3,234 1,468 1,766

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込法により算定しております。

科目
取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械装置
及び運搬具

2,428 1,211 1,217

工具器具及
び備品

その他
 

354

82
 

183

58

171

23
 

合計 2,865 1,453 1,411

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 540百万円

１年超 1,225百万円

合計 1,766百万円

　②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 426百万円

１年超 984百万円

合計 1,411百万円

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込法により算定しており

ます。

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込法により算定しており

ます。

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 614百万円

減価償却費相当額 614百万円

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 536百万円

減価償却費相当額 536百万円

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

 

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。
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(有価証券関係)

Ⅰ　前連結会計年度

有価証券

１　売買目的有価証券(平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

①株式 5,347 11,172 5,825

②債券 ─ ─ ─

③その他 ─ ─ ─

小計 5,347 11,172 5,825

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

①株式 148 129 △19

②債券 ─ ─ ─

③その他 ─ ─ ─

小計 148 129 △19

合計 5,496 11,301 5,805

(注)　「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

　
売却額
(百万円)

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

72 33 ─

　

５　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 728百万円

　非連結子会社株式及び関連会社株式 970百万円
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Ⅰ　当連結会計年度

有価証券

１　売買目的有価証券(平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

２　満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

３　その他有価証券で時価のあるもの(平成20年３月31日)

　

区分
取得原価
(百万円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を超える
もの

①株式 4,854 8,026 3,172

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 4,854 8,026 3,172

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えな
いもの

①株式 2,414 1,722 △691

②債券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小計 2,414 1,722 △691

合計 7,268 9,748 2,480

(注)　「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。

　

４　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

　
売却額
(百万円)

売却益の合計
(百万円)

売却損の合計
(百万円)

96 52 ─

　

５　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額(平成20年３月31日)

その他有価証券

非上場株式(店頭売買株式を除く) 734百万円

　非連結子会社株式及び関連会社株式 1,111百万円
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

　　当社グループにおいては、通常の営業過程における輸

出取引の為替相場の変動によるリスクを軽減するた

め、為替予約取引及び通貨オプション取引を行ってお

ります。

(1) 取引の内容及び利用目的等

同左

　　また、回収条件変更金利及び変動金利の借入金利息の

一部について金利スワップ取引を、原料購入価格の相

場変動リスクの軽減を目的に商品スワップ取引を行っ

ております。なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ

会計を行っております。

　①ヘッジ手段とヘッジ対象

　　a.ヘッジ手段…金利スワップ取引

　　　ヘッジ対象…回収条件変更金利及び借入金利息

　　b.ヘッジ手段…商品スワップ取引

　　　ヘッジ対象…原材料及び買掛金

　②ヘッジ方針

　　金利相場変動リスクの軽減を目的に、また原料購入価

格の相場変動リスクの軽減を目的にデリバティブ取引

を行っております。なお、投機目的のデリバティブ取引

は行っておりません。

　③ヘッジの有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フローの変動の累計を比率

分析する方法により行っております。

　

(2) 取引に対する取組方針

　通貨関連のデリバティブ取引については、主としてド

ル建ての売上契約をヘッジするためのものであるた

め、成約高の範囲内で行うこととし、投機目的のデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。

　金利関連のデリバティブ取引については、変動金利を

固定金利と交換する目的で金利スワップ取引を利用し

ているのみであり、投機目的の取引は行わない方針で

あります。

　商品関連のデリバティブ取引については、原料購入価

格の相場変動リスクをヘッジするためのものであり、

使用予定量の範囲内で行うこととし、投機目的のデリ

バティブ取引は行わない方針であります。

　

(2) 取引に対する取組方針

同左
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(3) 取引に係るリスクの内容及びリスク管理体制

　　当社グループが行っている為替予約取引及び通貨オプ

ション取引には、為替相場の変動によるリスク、金利ス

ワップ取引においては、市場金利の変動によるリスク、

商品スワップ取引においては、原料購入価格の相場変

動によるリスクを有しておりますが、共に投機目的の

デリバティブ取引は行わないため、リスクはほとんど

ないものと判断しております。

　また、当社グループは相手先の契約不履行による信用

リスクを回避するため、信用度の高い国内銀行・国内

商社とのみ当該取引を行っております。

　取引の実行に当たりましては、社内運用基準に基づき

各取引の担当部門である財務部、購買部、輸出部が常務

以上で構成される会議の承認を得て行っております。

　

(3) 取引に係るリスクの内容及びリスク管理体制

同左
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２　取引の時価等に関する事項

　

前連結会計年度(平成19年３月31日)

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（1）通貨関連

種類

当連結会計年度末（平成19年３月31日）

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価差益
(百万円)

為替予約取引

　売建

　　米ドル 2,347 ─ 2,348 0

通貨オプション取引

　売建

　　米ドル
　（オプション料）

1,785
(32)

─ 39 6

合計 ─ ─ 2,387 6

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

（２）その他

ヘッジ会計が適用されておりますので、記載は省略しております。

　

当連結会計年度(平成20年３月31日)

　デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（1）通貨関連

種類

当連結会計年度末（平成20年３月31日）

契約額等
(百万円)

契約額等
のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価差益
(百万円)

為替予約取引

　売建

　　米ドル 2,995 ― 2,996 △1

通貨オプション取引

　売建

　　米ドル
　（オプション料）

―　
(―)

― ― ―

合計 2,995 ― 2,996 △1

　（注）時価の算定方法

　　　　取引先金融機関から提示された価格に基づき算定しております。

（２）その他

ヘッジ会計が適用されておりますので、記載は省略しております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

提出会社は厚生年金基金の代行部分について、平成19年１月１日付で厚生労働大臣から過去分返上

の認可を受けております。当連結会計年度における損益に与えている影響額は、特別利益として5,337

百万円計上しております。

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日)

(1) 退職給付債務 △25,346百万円

(2) 年金資産 17,606

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △7,739

(4) 未認識数理計算上の差異 2,994

(5) 未認識過去勤務債務 199

(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4)＋(5)) △4,545

(7) 前払年金費用 ─

(8) 退職給付引当金((6)－(7)) △4,545

(注) １　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

(1) 勤務費用 512百万円

(2) 利息費用 595

(3) 期待運用収益 △502

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 690

(5) 過去勤務債務の費用処理額　　　　(注)３ △66

(6) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)) 1,229

(注) １　従業員拠出額を控除しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

３　「２　退職給付債務に関する事項」(5) に記載の過去勤務債務に係る当期費用処理額であります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 3.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 13年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっております。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 13年または14年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日)

(1) 退職給付債務 △17,565百万円

(2) 年金資産 8,896

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2)) △8,669

(4) 未認識数理計算上の差異 4,839

(5) 未認識過去勤務債務 184

(6) 連結貸借対照表計上額純額((3)＋(4)＋(5)) △3,645

(7) 前払年金費用 ─

(8) 退職給付引当金((6)－(7)) △3,645

(注) １　連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

(1) 勤務費用 522百万円

(2) 利息費用 342

(3) 期待運用収益 △380

(4) 数理計算上の差異の費用処理額 414

(5) 過去勤務債務の費用処理額　　　　(注)３ 15

(6) 退職給付費用((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)) 915

(注) １　従業員拠出額を控除しております。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「(1) 勤務費用」に計上しております。

３　「２　退職給付債務に関する事項」(5) に記載の過去勤務債務に係る当期費用処理額であります。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

(2) 割引率 2.0％

(3) 期待運用収益率 3.0％

(4) 過去勤務債務の額の処理年数 12年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法によっております。)

(5) 数理計算上の差異の処理年数 12年または14年

　　(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度

から費用処理することとしております。)
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(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　 (繰延税金資産)

　　投資有価証券及び
　　ゴルフ会員権評価減

368百万円

　　退職給付引当金
　　損金算入限度超過額

1,827百万円

　　税務上の繰越欠損金 298百万円

　　その他 1,123百万円

　　　繰延税金資産小計 3,617百万円

　　評価性引当額 △431百万円

　　　繰延税金資産合計 3,186百万円

　 (繰延税金負債)

　　固定資産圧縮積立金 1,809百万円

　　その他有価証券評価差額金 2,136百万円

　　その他 98百万円

　　　繰延税金負債合計 4,045百万円

　　　繰延税金負債の純額 858百万円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因　

　　別の内訳

　 (繰延税金資産)

　投資有価証券及び

   ゴルフ会員権評価減
393百万円

　　退職給付引当金
   損金算入限度超過額

1,466百万円

　税務上の繰越欠損金

 土地売却原価否認額

305百万円

788百万円

　　その他 1,134百万円

　　　繰延税金資産小計 4,088百万円

　　評価性引当額 △393百万円

　　　繰延税金資産合計 3,694百万円

　 (繰延税金負債)

　　固定資産圧縮積立金 1,424百万円

　　その他有価証券評価差額金 858百万円

　　その他 32百万円

　　　繰延税金負債合計 2,315百万円

　　　繰延税金資産の純額 1,379百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、連結財務諸表規則第15条の５第３項に基づき、

記載を省略しております。

 

同左
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

事業の種類別セグメントは、「ステンレス鋼、耐熱鋼その他各種金属製品の製造・加工・販売事業」

及び「その他の事業」であり、前連結会計年度及び当連結会計年度において「ステンレス鋼、耐熱鋼そ

の他各種金属製品の製造・加工・販売事業」の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売

上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％を超えてお

りますので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在

外支店がありませんので、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 56,856 5,991 62,847

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 169,146

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

33.6 3.5 37.2

　　　　　(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　　２　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1) アジア……………中国、香港、タイ、シンガポール他

　　　　　(2) その他の地域……米国、欧州他

　　　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 69,151 4,434 73,586

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― 189,546

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

36.5 2.3 38.8

　　　　　(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　　　２　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1) アジア……………中国、韓国、台湾、香港、シンガポール他

　　　　　(2) その他の地域……米国、欧州他

　　　　　３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 65/104



(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 218円74銭 229円57銭

１株当たり当期純利益 48円15銭 35円15銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 37,643 38,585

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 37,643 38,585

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数(千株)
172,094 168,077

　

２　１株当たり当期純利益金額

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(百万円) 8,342 6,002

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ―

普通株式に係る当期純利益(百万円) 8,342 6,002

期中平均株式数(千株) 173,269 170,750
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(重要な後発事象)

    
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。　
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率 担保 償還期限

当社
第１回無担保
変動利付社債

平成17年
３月30日

1,200
(400)
800

６ヶ月円TIBOR＋0.15%なし
平成22年
３月30日

〃
第２回無担保
社債

平成17年
９月30日

3,000 3,000 0.93% なし
平成22年
９月30日

〃
第３回無担保
社債

平成17年
９月30日

1,100
(1,100)
1,100

0.50% なし
平成20年
９月30日

〃
第４回無担保
社債

平成17年
９月30日

1,800 1,800３ヶ月円TIBOR＋0.30%なし
平成22年
９月30日

〃
第５回無担保
社債

平成18年
３月31日

1,000 1,000６ヶ月円TIBOR＋0.25%なし
平成23年
３月31日

〃
第６回無担保
社債

平成18年
９月28日

3,000 3,000 1.49% なし
平成23年
９月28日

〃
第７回無担保
変動利付社債

平成19年
１月31日

2,000
(500)
2,000

６ヶ月円TIBOR＋0.15%なし
平成24年
１月31日

〃
第８回無担保
社債

平成20年
２月28日

―
(360)
1,800

1.09% なし
平成25年
２月28日

合計 ― ― 13,100
(2,360)
14,500

― ― ―

(注) １　連結決算日５年内における償還予定額は以下のとおりであります。

　

１年以内
(百万円)

１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

2,360 1,260 6,660 3,860 360

　

２　当期末残高欄の上段（　）内の金額は内数で、１年内に償還する予定の社債であります。

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 6,220 14,325 1.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 3,283 4,558 1.8 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

13,662 14,104 1.7
平成21年４月
～平成25年10月

合計 23,165 32,987 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりでありま

す。

　

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 5,051 3,768 3,095 1,870

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,391 1,904

　２　受取手形 ― 75

　３　売掛金 ※３ 24,786 18,491

　４　製品 4,160 5,397

　５　原材料 12,572 19,334

　６　仕掛品 9,884 12,438

　７　貯蔵品 621 718

　８　未収入金 2,795 2,948

　９　前払費用 556 2,017

　10　繰延税金資産 427 1,424

　11　関係会社短期貸付金 5,834 3,519

　12　その他 38 ―

　13　貸倒引当金 △30 △22

　　　流動資産合計 65,03852.7 68,24954.2

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産 ※1,2

　　１　建物 12,304 12,956

　　２　構築物 1,115 1,198

　　３　機械及び装置 22,436 21,270

　　４　車両及び運搬具 105 106

　　５　工具器具及び備品 558 587

　　６　土地 6,034 6,017

　　７　建設仮勘定 621 1,498

　　　　有形固定資産合計 43,176 43,636

　(2) 無形固定資産

　　１　その他施設利用権 204 170

　　　　無形固定資産合計 204 170

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 ※２ 11,988 10,446

　　２　関係会社株式 1,043 1,339

　　３　関係会社長期貸付金 800 1,150

　　４　長期前払費用 119 37

　　５　その他 963 877

　　６　貸倒引当金 △17 △17

　　　　投資その他の資産合計 14,897 13,833

　　　　固定資産合計 58,27747.3 57,64045.8

　　　　資産合計 123,316100.0 125,889100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 ※３ 2,777 2,766

　２　買掛金 ※３ 26,997 19,023

　３　短期借入金 ※２

　　　(1) 短期借入金 5,996 13,900

　　　(2) 一年内に期限の
　　　　　到来する長期借入金

3,283 9,279 4,558 18,458

　４　一年内償還の社債 400 2,360

　５　未払金 5,445 5,814

　６　未払費用 187 1,157

　７　未払法人税等 2,471 2,730

　８　未払消費税等 20 179

　９　前受金 5,628 5,628

　10　預り金 332 43

　11　賞与引当金 655 772

　12　設備支払手形 302 518

　13　その他 ― 1

　　　流動負債合計 54,49944.2 59,45547.2

Ⅱ　固定負債

　１　社債 12,700 12,140

　２　長期借入金 ※２ 13,662 14,104

　３　退職給付引当金 4,347 3,369

　４　繰延税金負債 2,119 752

　５　その他 80 29

　　　固定負債合計 32,90826.7 30,39524.1

　　　負債合計 87,40870.9 89,85171.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 12,98210.5 12,98210.3

　２　資本剰余金

　　　　資本準備金 7,256 7,256

　　　　資本剰余金合計 7,2565.9 7,2565.8

　３　利益剰余金

　　　　その他利益剰余金

　　　　　固定資産圧縮積立金 2,686 2,115

　　　　　繰越利益剰余金 10,536 14,780

　　　　利益剰余金合計 13,22210.7 16,89613.4

　４　自己株式 △1,360△1.1 △2,765△2.2

　　　株主資本合計 32,10126.0 34,37027.3

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

3,6683.0 1,6231.3

　２　繰延ヘッジ損益 137 0.1 44 0.0

　　　評価・換算差額等合計 3,8063.1 1,6681.3

　　　純資産合計 35,90729.1 36,03828.6

　　　負債純資産合計 123,316100.0 125,889100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
比率
(％)

金額(百万円)
比率
(％)

Ⅰ　売上高 ※12 151,016100.0 173,132100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首製品棚卸高 5,074 4,160

　２　当期製品製造原価 ※10 129,752 158,420

　３　当期製品仕入高 292 286

　４　その他受入高 ※１ 15 ―

　　　合計 135,135 162,867

　５　期末製品棚卸高 4,160 130,97486.7 5,397 157,46991.0

　　　売上総利益 20,04113.3 15,6629.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※10

　１　荷造運搬費 2,029 1,855

　２　給料及び賞与手当 1,307 1,120

　３　賞与引当金繰入額 205 216

　４　退職給付引当金繰入額 230 130

　５　福利厚生費 272 268

　６　賃借料 492 524

　７　減価償却費 145 172

　８　研究開発費 ※２ 497 518

　９　外注加工費 277 228

　10　役員報酬 ― 357

　11　貸倒引当金繰入額 21 ―

　12　その他 1,468 6,9474.6 1,130 6,5243.7

　　　営業利益 13,0948.7 9,1385.3

Ⅳ　営業外収益 ※３

　１　受取利息 110 151

　２　受取配当金 310 372

　３　為替差益 174 ―

　４　企業利益保険補填金 ― 142

　５　その他 220 815 0.5 227 894 0.5
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日 
 至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日 
 至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
比率
(％)

金額(百万円)
比率
(％)

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 716 829

　２　社債利息 103 179

　３　社債発行費 62 21

　４　為替差損 ― 939

　５　その他 186 1,0700.7 119 2,0891.2

　　　経常利益 12,8398.5 7,9434.6

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※５ ― 1,932

　２　厚生年金基金代行返上益 5,337 ―

　３　子会社清算配当金 ※４ ― 5,3373.5 283 2,2151.3

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※６ 1,006 129

　２　相模原原状回復費用 ※７ 3,597 ―

　３　衣浦への事業集約費用 ※８ 1,204 ―

　４　システム移行費用 267 ―

　５　環境対策集中実施費用 ※９ ― 6,0754.0 1,841 1,9701.2

　　　税引前当期純利益 12,1018.0 8,1884.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

2,964 3,041

　　　過年度法人税等 ※11 ― 1,207

　　　法人税等調整額 2,222 5,1873.4 △1,024 3,2241.8

　　　当期純利益 6,9134.6 4,9642.9
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　原材料費 114,44286.5 144,10788.9

Ⅱ　労務費 3,696 2.8 3,589 2.2

(内賞与引当金繰入額) (398) (100)

(内退職給付引当金繰入額) (618) (446)

Ⅲ　経費 14,206 10.7 14,433 8.9

(内　電力費) (3,629) (3,663)

(内　外注加工費) (930) (717)

(内　減価償却費) (4,112) (3,905)

当期総製造費用 132,345100.0 162,129100.0

期首仕掛品棚卸高 8,157 9,884

合計 140,502 172,014

他勘定受入高 0 122

他勘定払出高 866 1,278

期末仕掛品棚卸高 9,884 12,438

当期製品製造原価 129,752 158,420

(注)　当社の原価計算は、工程別・組別総合原価計算による予定原価制度を採用しており、それにより生ずる原価差額は

期末に調整して実際原価に修正しております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮

積立金

固定資産圧縮

特別勘定積立金

繰越利益

剰余金

平成18年３月31日残高（百万円） 12,9827,256 1,977 303 4,972 7,253

当期変動額

　剰余金の配当 △430 △430

　剰余金の配当（注） △442 △442

　自己株式の取得 ―

　当期純利益 6,913 6,913

　役員賞与の支給額（注） △71 △71

　固定資産圧縮積立金の積立（当期） 511 △511 ―

　固定資産圧縮積立金の積立（前期）（注） 1,665 △1,665 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩（当期） △690 690 ―

　固定資産圧縮積立金の取崩（前期）（注） △777 777 ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の積立（前期）

（注）
511 △511 ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩（当期） △511 511 ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩（前期）

（注）
△303 303 ―

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ―

当期変動額合計（百万円） ― ― 708 △303 5,564 5,969

平成19年３月31日残高（百万円） 12,9827,256 2,686 ― 10,536 13,222

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算差額等

合計

平成18年３月31日残高（百万円） △13 27,479 3,299 ― 3,299 30,778

当期変動額

　剰余金の配当 △430 ― △430

　剰余金の配当（注） △442 ― △442

　自己株式の取得 △1,347 △1,347 ― △1,347

　当期純利益 6,913 ― 6,913

　役員賞与の支給額（注） △71 ― △71

　固定資産圧縮積立金の積立（当期） ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の積立（前期）（注） ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩（当期） ― ― ―

　固定資産圧縮積立金の取崩（前期）（注） ― ― ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の積立（前期）

（注）
― ― ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩（当期） ― ― ―

　固定資産圧縮特別勘定積立金の取崩（前期）

（注）
― ― ―

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） ― 369 137 507 507

当期変動額合計（百万円） △1,347 4,621 369 137 507 5,129

平成19年３月31日残高（百万円） △1,360 32,101 3,668 137 3,806 35,907

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計固定資産圧縮

積立金

繰越利益

剰余金

平成19年３月31日残高（百万円） 12,982 7,256 2,686 10,536 13,222

当期変動額

　剰余金の配当 △1,290 △1,290

　自己株式の取得

　当期純利益 4,964 4,964

　固定資産圧縮積立金の取崩 △570 570

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

当期変動額合計（百万円） △570 4,243 3,673

平成20年３月31日残高（百万円） 12,982 7,256 2,115 14,780 16,896

　
株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日残高（百万円） △1,360 32,101 3,668 137 3,806 35,907

当期変動額

　剰余金の配当 △1,290 △1,290

　自己株式の取得 △1,404 △1,404 △1,404

　当期純利益 4,964 4,964

　固定資産圧縮積立金の取崩

　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,045 △93 △2,138 △2,138

当期変動額合計（百万円） △1,404 2,269 △2,045 △93 △2,138 130

平成20年３月31日残高（百万円） △2,765 34,370 1,623 44 1,668 36,038
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重要な会計方針

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

　①時価のあるもの

　　期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定)

(2) その他有価証券

　①時価のあるもの

同左

　②時価のないもの

　　移動平均法による原価法

　

　②時価のないもの

同左

２　棚卸資産の評価基準及び

評価方法

　(1) 製品及び仕掛品 総平均法による原価法 同左

　(2) 原材料 移動平均法による原価法 同左

　(3) 貯蔵品

　

移動平均法による原価法 同左

３　デリバティブ取引の評価

基準及び評価方法

時価法を採用しております。 同左

４　固定資産の減価償却方法　

　　　　

　(1) 有形固定資産 定額法を採用しております。 同左

　(2) 無形固定資産

　

定額法を採用しております。 同左

５　繰延資産の処理方法

　

　

　支払時に全額費用処理する方法を採

用しております。

同左

６　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

 

同左

　(2) 賞与引当金 　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により当期負担額を計上

しております。

 

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による按分額を費用処

理しております。

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(13年または14

年)による按分額をそれぞれ発生の翌

期より費用処理しております。

　

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生していると認められる

額を計上しております。 

　過去勤務債務については、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(12年)による按分額を費用処

理しております。 

　数理計算上の差異については、各期の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(退職金制度に

おいては14年、確定給付企業年金制度

においては12年)による按分額をそれ

ぞれ発生の翌期より費用処理しており

ます。 

　

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　

同左

８　ヘッジ会計の方法

　　①ヘッジ会計の方法

　

繰延ヘッジによっております。

　なお、変動金利の借入金の一部につい

て金利スワップ取引等により変動リス

クをヘッジしておりますが、特例処理

の要件を満たしているため特例処理を

採用しております。

 

　

同左

　　②ヘッジ手段とヘッジ対象 　金利スワップ取引

　　　・・・回収条件変更金利及び借入金利

息

　金利スワップ取引

同左

　商品スワップ取引

　　　・・・原材料及び買掛金

　商品スワップ取引　　

同左

　　③ヘッジ方針 　金利相場及び原料購入価格の相場変

動リスクの軽減を目的にデリバティブ

取引を行っております。また、投機目的

のデリバティブ取引は行っておりませ

ん。

 

同左

　　④ヘッジ有効性評価の方法 　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ

・フローの変動の累計を比率分析する

方法により行っております。

　

同左

９　その他財務諸表作成の為

の基本となる重要な事項

　　消費税等の処理方法

　

税抜方式を採用しております。

 

同左
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は35,770百万円でありま

す。

　なお、当事業年度における財務諸表

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

 

──────

減価償却資産の減価償却の方法 ────── 　当事業年度より、法人税法の改正に

伴い平成19年４月１日以降に取得し

た有形固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しております。

　当該変更に伴う損益に与える影響

は軽微であります。

 

表示方法の変更

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

未収入金の表示方法の変更 　貸借対照表の流動資産における「未

収入金」は、当期において総資産額の

100分の１を超えたため区分掲記して

おります。

　なお、前期においては、流動資産の

「その他」に1,063百万円含めて表示

しております。

 

──────

役員報酬の表示方法の変更 ────── 　販売費及び一般管理費における「役

員報酬」は、当期において販売費及び

一般管理費の合計の100分の５を超え

たため区分掲記しております。

　なお、前期においては、販売費及び一

般管理費の「その他」に264百万円含

めて表示しております。
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追加情報

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

退職給付引当金 　当社は、確定給付企業年金法の施行

に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成19年１月１日付で厚生労働

大臣から過去分返上の認可を受けて

おります。

　当事業年度における損益に与えてい

る影響額は、特別利益として5,337百

万円計上しております。

　また、当社は平均残存勤務期間の再

検討を行った結果、平均残存勤務期間

が費用処理年数より短くなったこと

に伴い、当事業年度より過去勤務債務

及び数理計算上の差異の費用処理年

数を短縮しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べ、営業利

益及び経常利益が53百万円、税引前当

期純利益が32百万円それぞれ減少し

ております。

 

　当社は平均残存勤務期間の再検討を

行った結果、平均残存勤務期間が費用

処理年数より短くなったことに伴い、

当事業年度より過去勤務債務及び数

理計算上の差異の費用処理年数を短

縮しております。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益が46百万円それぞれ減

少しております。

減価償却資産の減価償却の方法 ────── 　当社は、法人税法の改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産の

内、改正前の法人税法に基づく減価償

却方法により、平成19年３月31日以前

に取得価額の５％（残存価額）に到

達した資産については、当事業年度よ

り、又、平成19年４月１日以降に同

５％に到達する資産については、５％

に到達した事業年度の翌事業年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上する方法

を適用しております。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べ、経常利益及び税引前当期純利

益はそれぞれ442百万円減少しており

ます。

 

為替換算における適用レートの

変更について

────── 当社は、当事業年度より検収レート及

び売上レートを実際の円換算レート

に近づけるため、為替換算における適

用レートを従来のＴＴＳ及びＴＴＢ

からＴＴＭへ変更しております。これ

により、従来の方法によった場合に比

べ、売上高が615百万円増加し、売上原

価が208百万円減少した結果、営業利

益が824百万円増加しておりますが、

営業外収益が824百万円減少している

ため、経常利益及び税引前当期純利益

への影響はありません。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却

　　累計額

　

　

79,463百万円

　

82,213百万円

※２　担保に供している資産

　(1)　有形固定資産

 

　　

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物 12,243

構築物 590

機械及び装置 16,933

工具器具
及び備品

15

計 35,678

科目
金額
(百万円)

備考

土地 5,895

工場財団

建物 12,896

構築物 578

機械及び装置 15,250

工具器具
及び備品

10

計 34,632

(2)　投資有価証券

担保資産に対する債務(含む一年内返

済分)

長期
借入金

5,305百万円(工場財団)

社債銀行
保証

6,311百万円(工場財団)

計 11,616百万円

　
──────

担保資産に対する債務(含む一年内返

済分)

長期
借入金

4,487百万円(工場財団)

社債銀行
保証

6,311百万円(工場財団)

計 10,798百万円

　

 投資有価証券　 　　 5,123百万円

 担保資産に対する債務(含む一年

 内返済分)

 短期借入金　　　　4,000百万円

※３　関係会社に対する主な

      資産及び負債(区分掲記

　

　　　されたものを除く)

　

科目 金額(百万円)

売掛金 16,097

買掛金 1,070

支払手形 1,193

　

　

科目 金額(百万円)

売掛金 9,014

買掛金 1,171

支払手形 1,220
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項目

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

 ４　偶発債務 　

被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

当社従業員 392住宅資金借入金
NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE  LTD

471金融機関借入金

NIPPON METAL
SERVICES(M)
SDN. BHD.

75金融機関借入金

計 939

　

　

被保証者
保証債務
残高
(百万円)

被保証債務
の内容

当社従業員 389住宅資金借入金
NIPPON METAL
SERVICES(S)
PTE  LTD

290金融機関借入金

NIPPON METAL
SERVICES(M)
SDN. BHD.

- 金融機関借入金

計 679

　

　

 ５　コミットメントライ

　ン契約

　

　当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引銀行のりそな

銀行、横浜銀行並びに三井住友銀行と

コミットメントライン契約を締結して

おります。

　当事業年度末におけるコミットメン

トライン契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

　

コミットメントライン
の総額

8,000百万円

借入実行残高 5,996百万円

差引額 2,004百万円

 

　

　当社においては、運転資金の効率的な

調達を行うため主要取引銀行のりそな

銀行、横浜銀行並びに三井住友銀行と

コミットメントライン契約を締結して

おります。

　当事業年度末におけるコミットメン

トライン契約に係る借入未実行残高等

は次のとおりであります。

　

コミットメントライン
の総額

15,000百万円

借入実行残高 8,700百万円

差引額 6,300百万円

　

EDINET提出書類

日本金属工業株式会社(E01241)

有価証券報告書

 82/104



(損益計算書関係)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　売上原価における

　「その他受入高」明細

　

　

「その他受入高」

経費より受入高 18百万円

経費への払出高 ―百万円

原材料等への払出高 2百万円

計 15百万円

　

　

「その他受入高」

経費より受入高 0百万円

経費への払出高 0百万円

原材料等への払出高 ─百万円

計 △0百万円

　

※２　研究開発費の内数

　　(引当金繰入額及び減価

　　償却費)

　

科目
金額
(百万円)

賞与引当金繰入額 31

退職給付引当金
繰入額

42

減価償却費 22

　

　

科目
金額
(百万円)

賞与引当金繰入額 33

退職給付引当金
繰入額

26

減価償却費 27

　

※３　関係会社に係る

　　　営業外収益

　

貸付金利息 108百万円

その他 189百万円

　

　

貸付金利息 148百万円

その他 215百万円

　

※４　特別利益における

　　　子会社清算配当金の内

　　　訳

 

────── 　前事業年度まで連結子会社であった
（株）ニツセンの清算結了による配当
金であります。

※５　特別利益における

　固定資産売却益の内訳

────── 　相模原事業所跡地の売却に伴う利益で

あり、その内容は、

　・売却金額　　 　　　2,227百万円　

　・売却土地簿価　 　　 △16百万円　

　・売却費用　　　　 　△279百万円

　であります。

 

※６　特別損失における

　　　固定資産除却損の内訳

　

建物 499百万円

機械及び装置 412百万円

その他 94百万円

建物 0百万円

機械及び装置 123百万円

その他 5百万円

 

※７　特別損失における

　　　相模原原状回復費用の

　　　内訳

　

　相模原事業所跡地の売却に係る原状

回復費用であり、その内容は、

・解体、土壌浄化

　工事 3,480百万円

・その他調査費用 117百万円

であります。

 

──────
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※８　特別損失における

　衣浦への事業集約費用

　

　

　衣浦製造所への事業集約に伴い発生

した費用であり、その内容は、

・設備の移設、解体

　費用 948百万円

・その他集約に係る

　経費 255百万円

であります。

 

──────

※９　環境対策集中実施費用

　

　

　

────── 「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」により処理が義務付けられている

鉱さいの過去に発生し滞留していたも

のの処理費用1,841百万円であります。

※10　研究開発費の総額

　

　

　

一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費

543百万円

　

一般管理費及び当期製造費用に含まれ

る研究開発費

611百万円

※11　過年度法人税等 ────── 　平成18年３月期から平成19年３月期ま

での法人所得税（法人税、住民税及び事

業税)について東京国税局より更正処分

を受けたことによるものであり、追加税

額1,207百万円は、貸借対照表の「未払

法人税等」に含めて表示しております。

 

※12　関係会社に係る売上高

 

関係会社への売上高

 

61,389百万円

 

関係会社への売上高

 

62,923百万円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 98,421 5,022,998 ― 5,121,419

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

市場からの買取による増加 5,000,000株
　

単元未満株式の買取りによる増加 22,998株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 5,121,419 4,016,691 ― 9,138,110

　

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

市場からの買取による増加 4,000,000株
　

単元未満株式の買取りによる増加 16,691株

　

次へ
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 1,402 849 553

車両及び運搬
具

113 34 79

工具器具及び
備品

959 278 680

ソフトウェア 310 21 289

合計 2,786 1,184 1,602

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

取得価額
相当額
(百万円)

減価償却累
計額相当額
(百万円)

期末残高
相当額
(百万円)

機械及び装置 2,054 971 1,083

車両及び運搬
具

63 23 40

工具器具及び
備品

271 117 153

ソフトウェア 31 14 16

合計 2,420 1,126 1,294

　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。

　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 491百万円

１年超 1,111百万円

合計 1,602百万円

　②未経過リース料期末残高相当額

１年内 393百万円

１年超 900百万円

合計 1,294百万円

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 556百万円

減価償却費相当額 556百万円

　③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 534百万円

減価償却費相当額 534百万円

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

　　る定額法によっております。

 

　④減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　投資有価証券及び
　　ゴルフ会員権評価減

365百万円

　　退職給付引当金
　　損金算入限度超過額

1,747百万円

　　その他 608百万円

　　　繰延税金資産小計 2,721百万円

　　評価性引当額 △372百万円

　　　繰延税金資産合計 2,348百万円

　(繰延税金負債)

　　固定資産圧縮積立金 1,805百万円

　　その他有価証券評価差額金 2,136百万円

　　その他 98百万円

　　　繰延税金負債合計 4,041百万円

　　　繰延税金負債の純額 1,692百万円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

　(繰延税金資産)

　　投資有価証券及び
　　ゴルフ会員権評価減

364百万円

　　退職給付引当金
　　損金算入限度超過額
　　土地売却原価否認額

1,354百万円
　788百万円

　　その他 851百万円

　　　繰延税金資産小計 3,358百万円

　　評価性引当額 △372百万円

　　　繰延税金資産合計 2,986百万円

　(繰延税金負債)

　　固定資産圧縮積立金 1,422百万円

　　その他有価証券評価差額金 859百万円

　　その他 32百万円

　　　繰延税金負債合計 2,314百万円

　　　繰延税金資産の純額 672百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率 40.2％

（調整）

一時差異でない申告調整項目 △0.1％

住民税均等割等 0.1％

評価性引当額 3.1％

その他 △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.9％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 208円65銭 214円42銭

１株当たり当期純利益 39円90銭 29円07銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前事業年度末

(平成19年３月31日)
当事業年度末

(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 35,907 36,038

純資産の部の合計額
から控除する金額

(百万円) ― ―

普通株式に係る当事
業年度末の純資産額

(百万円) 35,907 36,038

１株当たり純資産額
の算定に用いられた
当事業年度末の普通
株式の数

(千株) 172,094 168,077

　

２　１株当たり当期純利益金額

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益 (百万円) 6,913 4,964

普通株主に
帰属しない金額

(百万円) ─ ―

普通株式に係る
当期純利益

(百万円) 6,913 4,964

普通株式の
期中平均株式数

(千株) 173,269 170,750
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　
　
　
　
　

同左
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

日新製鋼（株） 5,000,000 1,725

（株）日阪製作所 600,000 1,044

三菱商事（株） 340,000 1,023

（株）横浜銀行 1,237,000 837

（株）長府製作所 409,000 817

東海カーボン（株） 593,000 597

ＪＦＥホールディングス（株） 129,000 570

リンタツ（株） 343,200 528

阪和興業（株） 996,000 420

住友金属鉱山（株） 212,000 393

大陽日酸（株） 457,263 364

丸紅（株） 410,000 297

（株）りそなホールディングス 1,450 240

大同特殊鋼（株） 400,000 206

丸全昭和運輸（株） 535,281 165

THAINOX STEEL LTD. 35,933,668 134

その他25銘柄 10,148,359 1,079

計 57,745,223 10,446
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 24,7731,438 0 26,21113,255 786 12,956

　構築物 3,511 185 20 3,677 2,478 96 1,198

　機械及び装置 84,9032,569 1,98285,49064,2193,29621,270

　車両及び運搬具 471 32 10 493 386 30 106

　工具器具及び備品 2,322 214 76 2,461 1,873 177 587

　土地 6,034 ─ 16 6,017 ─ ─ 6,017

　建設仮勘定 621 2,563 1,686 1,498 ─ ─ 1,498

有形固定資産計 122,6397,004 3,793125,85082,2134,38643,636

無形固定資産

　施設利用権他 539 － 15 523 352 33 170

無形固定資産計 539 ─ 15 523 352 33 170

長期前払費用 119 9 90 37 ─ ─ 37

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １．当期増加額のうち主なものは、次の通りであります。

　　　 建物　　　　　　衣浦製造所　パイプ製品倉庫　         462百万円

　建物　　　　　　衣浦製造所　新加工工場　　　　　　　 539百万円

　機械及び装置　　衣浦製造所　ＮＨＭライン　　         560百万円

  機械及び装置　　衣浦製造所　Ｎｏ１・ＮＯ２ＡＰライン 489百万円

　建設仮勘定　　　衣浦製造所　溶融還元炉建屋　         488百万円

　建設仮勘定　　　衣浦製造所　溶融還元炉設備　         250百万円

　

２．当期減少額のうち主なものは、次の通りであります。

  機械及び装置　　衣浦製造所　鋼管設備　     　　　  1,200百万円

　建設仮勘定　　　衣浦製造所　新加工工場　　         　418百万円

　建設仮勘定　　　衣浦製造所　パイプ製品倉庫　         419百万円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 48 39 ─ 48 39

賞与引当金 655 772 655 ─ 772

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は、洗替による戻入額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 2

預金

　当座預金 1,201

　外貨預金 701

　別段預金 0

計 1,902

合計 1,904

　

　

②受取手形

相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

新興金属（株） 72

その他 3

合計 75

　

期日別内訳

　

相手先 金額(百万円)

平成20年４月 0

平成20年５月 2

平成20年６月 72

合計 75
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③　売掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

日金工商事（株） 9,704

伊藤忠丸紅鉄鋼（株） 2,281

（株）メタルワン 2,026

三井物産（株） 722

リンタツ（株） 715

その他 3,041

合計 18,491

　

滞留状況
　

前期繰越高
(百万円)
　
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
　
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
　
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
　
(Ｄ)

滞留期間(月)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
12

24,786 185,002 191,297 18,491 1.40

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

④　棚卸資産
　

科目 品名 金額(百万円)

製品

ステンレス鋼・耐熱鋼 5,103

各種二次加工製品他 293

計 5,397

原材料

屑原料 10,856

フェロアロイ他 8,478

計 19,334

仕掛品

鋼塊・鋼片 1,399

中間圧延品他 11,038

計 12,438

貯蔵品 ロール・鋳型他 718

合計 37,887
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⑤　支払手形及び設備支払手形

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

スワン産業（株） 1,220

（株）阪本工業所 234

衣浦メンテナンス工業（株） 224

木原工業（有） 188

ミヤマ（株） 130

その他 1,287

合計 3,285

　

期日別内訳

　

期日 金額(百万円)

平成20年４月 779

　　　　５月 788

　　　　６月 803

　　　　７月 886

　　　　８月 26

合計 3,285

　

⑥　買掛金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

住友金属鉱山（株） 5,681

阪和興業（株） 3,170

三井物産（株） 1,458

三菱商事（株） 1,180

豊田通商（株） 806

その他 6,725

合計 19,023
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⑦　短期借入金(１年以内返済予定の長期借入金を含む)
　

相手先 金額(百万円)

（株）横浜銀行 3,875

（株）りそな銀行 2,203

（株）三井住友銀行 1,920

日本政策投資銀行 818

住友信託銀行（株） 740

その他 8,902

合計 18,458

　

⑧　未払金

相手先別内訳
　

相手先 金額(百万円)

（株）竹中工務店 4,474

八洲電機（株） 905

その他 434

合計 5,814

　

⑨　社債

１年内償還の社債 2,360百万円

社債 12,140百万円

　　　計 14,500百万円

内訳は⑤連結附属明細表　社債明細表に記載しております。
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⑩　長期借入金
　

相手先 金額(百万円)

（株）りそな銀行 4,037

日本政策投資銀行 3,019

（株）三井住友銀行 2,000

（株）横浜銀行 565

住友信託銀行（株） 160

その他 4,322

合計 14,104

　

⑪　退職給付引当金
　

区分 金額(百万円)

退職給付債務 17,203

未認識過去勤務債務 △184

未認識数理計算上の差異 △4,839

年金資産 △8,810

合計 3,369

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100株未満の
株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
 

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 不所持株券の交付、請求又は分割、併合、喪失、汚損、毀損による再発行に基づき株券を
交付する場合
１枚につき100円に印紙税相当額を加算した額

上記の場合を除き無料

株券喪失登録の申請

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
 

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　名義書換手数料 申請１件につき10,000円

株券１枚につき500円

単元未満株式の買取・買
増

　　取扱場所 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

　　株主名簿管理人 東京都中央区八重洲一丁目２番１号　みずほ信託銀行株式会社

　　取次所
 

みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社　本店及び全国各支店

　　買取手数料 次の算式により１単元当たりの金額を算定し、これを買取又は買増をした単元未満株
式の数で按分した金額とする。
(算式)１株当たりの買取価格又は買増価格１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき 1.150％
100万円を超え500万円以下の金額につき 0.900％
500万円を超え1,000万円以下の金額につき 0.700％
1,000万円を超え3,000万円以下の金額につき 0.575％
3,000万円を超え5,000万円以下の金額につき 0.375％
　　(円未満の端数を生じた場合には切り捨てる。)
ただし、１単元当たりの算定金額が2,500円に満たない場合には、
2,500円とする。

公告掲載方法
　電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他のやむを得
ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告ＵＲＬ　http://www.nikkinko.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし

（注）本会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　　　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

(第112期)
自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

　平成19年６月26日
　関東財務局長に提出

(2) 半期報告書 (第113期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

　平成19年12月11日
　関東財務局長に提出

(3) 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項
第９号（提出会社の代表取締役の異動）の規定に
基づくもの

　平成19年４月２日
　関東財務局長に提出

(4)
有価証券報告書の訂正報
告書

平成19年６月26日関東財務局長に提出の事業年度
（第112期）（自　平成18年４月１日　至　平成19年３
月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書

　平成19年10月23日
　関東財務局長に提出

(5)自己株券買付状況報告書

　平成19年10月18日
　平成19年11月12日
　平成19年12月13日
　平成20年１月10日
　平成20年２月12日
　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　岡　　昭　　男　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本金属工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、

すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本金属工業株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本金属工業株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月26日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　髙　　岡　　昭　　男　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本金属工業株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第112期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本金属工業株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

日本金属工業株式会社

取締役会　御中

　

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　石　　　　暁　　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　正　　夫　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　市　　瀬　　俊　　司　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本金属工業株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第113期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。

この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本金属工業株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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